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介護専用型有料老人ホーム整備事業協議書の作成について 

 

１ 提出書類 

・事前相談計画書（都１部、区市町村１部） 

・協議書    （都１部） 

 

「事前相談計画書」と「協議書」はそれぞれ別のファイルに綴じること。 

重複して求められている書類（例：登記事項証明書）については、「協議書」に原本が添付さ

れていれば、「事前相談計画書」は写しで差し支えない。 

提出書類は、後日の問合せ等に対応できるように申請者用の控を作成しておくこと。 

整備パターン別の提出書類は以下のとおり。 

 事業者整備型 オーナー型 重複書類 提出先 

①事前相談計画書 ○ ○ 写し 
有料老人ホー

ム担当 

②協議書（事業者整備型） ○ ― 
原本 施設整備担当 

③協議書（オーナー型） ― ○ 

 

２ 書類作成上の留意点 

（１）資料の綴り方 

 次ページ「ファイル作成要領」参照 

（２）提出書類について 

① 提出書類には、余白部分に提出日（又は書類作成日）を記入すること。 

② 協議書提出後、書類を差替える場合も、差替え資料提出日を記入すること。 

③ 提出できない書類が生じた場合は、別紙に理由及び提出予定時期を記載し提出すること。 

（３）書類間の整合について 

 提出書類は互いに影響し合う内容になっている。書類間で面積や金額等の整合性が取れている

か良く確認して作成すること。（全体的に一覧表の下の書類から上に向かって内訳・根拠→総括

表という流れになっているため、番号の大きい書類から用意すると作りやすい。） 

 

３ 協議に当たり特に注意する事項 

（１）協議書の確定時期 

 協議書は「令和元年度ショートステイ及び介護専用型有料老人ホーム整備費補助協議スケジュ

ール」記載の協議書確定時までに確定させることとし、協議書確定以降の内容変更は、原則とし

て認めない（ただし、やむを得ない事情等が生じた場合は、速やかに都に協議すること）。 

（２）本計画の他に整備を計画している場合 

 本計画と並行して他の整備計画がある場合は、以下の資料を追加すること。 

① 他計画の事業概要 

様式自由：施設種別・規模・スケジュール等がわかるもの 

② 他計画の資金計画 

様式：「17 （オーナー型は 18）建設事業費・資金調達内訳等一覧表」を使用すること。 



ファイル作成要領

必ず「見本」どおりに作成すること。

①事前相談計画書（都１部、区市町村１部＋申請者控え）

②、③協議書（都１部＋申請者控え）

＜共通＞

＜インデックスの添付方法＞

○

○

　フラットファイル（Ａ４・縦型・左綴じ）で綴り、表紙
及び背表紙にタイトル・法人名を記入し、提出書類ごとに
書類名のインデックスをつけた中表紙を必ず挟むこと。

　パイプファイル（Ａ４・縦型・左綴じ）で綴り、表紙
及び背表紙にタイトル・法人名を記入し、提出書類ごとに
書類名のインデックスをつけた中表紙を必ず挟むこと。
※リングファイルの使用は不可

（仮称）○○ホーム

整備事業協議書

令和○○年度
介護専用型有料老人ホーム

●枚数の多い書類（決算書、通帳の写等）は両面印刷すること。

●書類ごとに下記要領に従って、インデックスを添付すること。

５
市
場
調
査
書

１
鑑
文

２提
出
書
類
一
覧

３
計
画
概
要

４
設
立
趣
意
書

中表紙に書類名を記載した 
インデックスを貼付のこと。 
数字・文書名の記載をお願いします。 

（オーナー型） 

オーナー名：○○ ○○ 
運営事業者名：㈱△△ 

令
和
○
○
年
度
介
護
専
用
型
有
料
老
人
ホ
ー
ム
 

整
備
事
業
協
議
書
（
仮
称
○
○
ホ
ー
ム
）
 

オ
ー
ナ
ー
名
○
○
 
運
営
事
業
者
名
㈱
△
△
 

事業者整備型の場合 

「整備・運営事業者名：（株）○○」 

見本 

見本 
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1

2

3

4

5

6

7

8

9

ください。

※5 上記の１から9の順でＡ４フラットファイル（必要最薄）に綴じ、背面及び前面に「（仮称）

http://www.fukushihoken.metro.tokyo.jp/kourei/shisetu/yuuryou/sinki-jizenkyougi.html

※7 オーナー型の場合でも、この書類（①事前相談計画書）は、運営事業者が作成してください。

※8 上記の１、２、７から９は、東京都福祉保健局ホームページに様式を掲載しています。

　　○○ホーム事前相談計画書」と明記（可能であればテプラ等）の上、１部提出（区市町村にも

　　提出→計２部作成）してください。

※6 この書類は、介護専用型有料老人ホーム整備事業協議書（②又は③）とは別冊で作成してください。

【様式の掲載先】
東京都福祉保健局トップページ＞高齢者＞高齢者施設＞有料老人ホーム（特定施設入居者生活介護）
＞有料老人ホーム設置に係る事前相談について のページです。

　　要綱等により独自に協議方法を定めている場合のほか、上記１から9の書類により協議を行って

　　（例えば保全措置の方法など）」又は「当該項目が非該当である場合の理由等」を記入して

※1 この書類の提出をもって、「東京都有料老人ホーム設置運営指導指針」2(5)(6)に基づく、都に

　　おける事前協議書類の提出に代えます。

　　せんが、設計事務所、コンサルティング会社、ディベロッパー会社のみとの協議は行いません。

※2 書類提出前に、必ず地元区市町村福祉所管課に協議を行ってください。その際には当該区市町村が

※3 協議は、運営主体と都担当者で行います。必要に応じて設計事務所等が同席して差し支えありま

      ください。

重要事項説明書（介護サービス一覧表・適合表を含む）

自己チェック票

※4 「9自己チェック票」の「記入事項欄」には、「チェックのほかに記入する必要がある場合

①　特定施設入居者生活介護　事前相談計画書
（事業者整備型・オーナー型ともに要提出）

ﾁｪｯｸ欄提　　出　　書　　類

設備概要

運営法人の登記事項証明書

直近の決算報告書

平面図

Ａ　特定施設入居者生活介護　事前相談計画書

事前相談計画書

付表１０

市場調査及び入居者募集計画

番号
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1 鑑文（都知事あて） 押印は実印によること 6

2 提出書類一覧（本紙） 提出前にチェック欄にて確認すること -

3 計画概要 周辺医療機関に歯科も含める・土地抵当権に注意 7

4 設立（経営）趣意書 必須項目はもれなく記載すること 10

5 市場調査書 周辺地域の状況も調査すること 11 ○

6 整備計画及び住民同意に関する意見書　 ※区市町村長名のもの ヒアリングまでに提出 12

7 事業概要 法人の事業概要（パンフレット等） 13

8 既存施設一覧表
原則として全施設記載すること
（件数が多い場合は記載例参照）

13

9 定款 原本証明をすること 14

10 法人登記全部事項証明書 原本、３か月以内のもの 14 ○

11 特定施設入居者生活介護の指定通知書（写）
社会福祉法人・医療法人以外の場合
既存施設１施設分のみで可

14

12 役員（理事）名簿及び履歴書 法人登記事項証明書掲載者は必須 15

13 施設長（管理者）の履歴書及び資格証明書 現在の職務まで記載 17

14 指導検査等結果通知書及び改善報告書 既存施設における直近のもの 19

15 決算書（過去３期分） 直近３か年度分の決算書 19 △

16 累積借入金償還計画表 累積借入金に関するもの（全て） 19

17 建設事業費・資金調達内訳等一覧表 併設事業がある場合は事業別も作成 20

18 初期総投資額の積算根拠
開設前から赤字が改善されるまで
に必要な経費・指針10(2)参照

22

19 資金繰り表 計画時から開設まで 23

20 補助金算出表 工事請負費の補助対象経費（2.6%）に注意、21から転記 24

21 面積・事業費按分表 22から転記 25

22 費目別内訳書 28から転記 26

23
預金残高証明書（協議書提出期限の前月末日付のものと同日付の過去
3か年分）及び一覧表

原本
17の自己資金を上回る額を添付

27

24 通帳の写し（表紙と預金残高証明書の日付を含むページのみ） ２３で添付した口座全て 28

25 融資（見込）証明書（写） 17の資金調達で融資を受ける場合 28

26
寄附者に関する書類（贈与契約書（写）、印鑑証明書、所得証明書、
預金残高証明書など）

17の資金調達で寄附を受ける場合 28

27 工事事務費（設計・監理等）見積書 基本設計・実施設計・工事監理 28

28 工事見積書 設計会社による積算 29

29 初度備品見積書 事業ごとに作成 30

30 工事工程表 月・年度ごとに出来高を明示 30

31 案内図・住宅地図
住宅地図に最寄駅やバス便等の交
通手段を記載

32

32 建物配置図（A3サイズ） Ａ３サイズ・Ｚ折 32

33 各階平面図（縮尺１／２００以上・A3サイズ）
Ａ３サイズ・Ｚ折
事業毎に色分けすること

32 ○

34 立面図（縮尺１／２００以上・A3サイズ） Ａ３サイズ・Ｚ折 32

35 補助審査基準表 「補助審査基準」に記入すること 32

②　介護専用型有料老人ホーム整備事業協議書
提出書類一覧（事業者整備型）

①と
重複

Ｄ　建物図面・設置基準等

様式
ﾍﾟｰｼﾞ

ﾁｪｯｸ
欄

提　　出　　書　　類 備　考

Ａ　計画の概要

Ｃ　建設資金計画

Ｂ　運営事業者に関する事項

番号

4



①と
重複

様式
ﾍﾟｰｼﾞ

ﾁｪｯｸ
欄

提　　出　　書　　類 備　考番号

36 室別面積表（階層別・事業別）
有料老人ホームとそれ以外で分け
ること

33

37 共用面積算出表 併設事業がある場合 35

38 設備概要 各状況についてもれなく記載すること 36 ○

39 有効居室面積表 居室・食堂・機能訓練室・トイレ・脱衣室浴室 37

40 付近の現況写真 15葉程度・A４タテ用紙を使用 38

41 容積率・建ぺい率が分かる資料 整備予定地をマーキング 38

42 用地の公図及び求積表（測量図等） 整備予定地をマーキング 38

43 土地登記事項証明書 原本 38

44 土地売買契約（確約）書及び所有権移転登記確約書 土地購入の場合 38

45 土地賃貸借契約（確約）書及び地上権又は賃借権設定登記確約書
借地の場合
指針及び審査要領の基準に留意

38

46 建物登記事項証明書（原本）
原本
療養転換改修の場合

38

47 建物賃貸借契約（確約）書 療養転換改修の場合 38

48 既存建物の建築確認通知書（写）、検査済証（写） 療養転換改修の場合 38

49 資金収支計算書・損益計算書（30年間） 指針10(3)参照 39

50 借入金償還計画書 新規借入分 40

51 入居計画書 開設後概ね１年以内に満床となること 40

52 職員配置計画書 開設当初と開設１年後・ローテーション表添付 41

53 人件費の算定根拠 ５２と整合をとること 43

54 前払金算定根拠 44

55 月間利用料算定根拠（管理費、家賃相当額、光熱水費、食費） 44

56 介護費用算定根拠 44

57 その他費用の算定根拠 44

58 同意状況一覧表 説明範囲を示した住宅地図も添付 45

59 介護療養病床からの転換に関する資料（詳細は別途指示する） 詳細は別途指示する －

計画内容を確認した。
○年○月○日　　　　　　　　　　印

△は、一部重複、様式違い等となっています。

　　１部提出してください。（申請者側でも必ず同じものを控えとしてお持ちください。）

Ｆ　運営関係

Ｇ　近隣住民関係

※1 書類提出前に、必ず地元区市町村福祉所管課に整備内容の確認を受けてください。

※2 協議は、運営主体と都担当者で行います。必要に応じて設計事務所等が同席して差し支えありませんが、

Ｈ　療養病床からの転換の場合

　　設計事務所、コンサルティング会社、ディベロッパー会社のみとの協議は行いません。

※東京都に提出する前に計画地の区市町村に提出し、整備内容等の確認を受けること。
区市町村・担当部署名〔　　　　　　　　　　　　　　　     　     　　　　　　　　〕
担当者名〔　　　　　　　　　　　　　　　〕　電話〔　　　　　　　　　　　　　　　　 〕

都に提出する協議
書に押印された原本
を添付すること。

補助事業のため、補助金なしの場合に
比べ、低廉な料金設定であることが分
かる根拠資料を作成すること。

※5 協議書提出後、通帳の原本確認を行います。また、必要に応じて提出書類以外の書類提出を求めることがあります。

Ｅ　土地・建物関係

※4 「①と重複」欄に○印がある書類は、「①事前相談計画書」と同一書類となっています。

※3 上記の１から59の順でA4パイプファイル（必要最薄）に綴じ、P.2「ファイル作成要領」のとおりに作成し、

区市町村担当者の印 

5
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書類作成上の留意点 

1. 令和○○年度介護専用型有料老人ホーム整備事業協議書の提出について（都知事あて） 

〈例〉 

 

 

＜事業者整備型＞ 

 

令和  年  月  日 

 

東京都知事 殿 

 

 

東京都港区○○○一丁目２番３号 

株式会社 △△ 

代表取締役 ○○ ○○  実印 

 

 

令和○○年度介護専用型有料老人ホーム整備事業 

協議書の提出について 

 

 

このことについて、整備・運営事業者である株式会社△△が計画する介護専用型有料

老人ホーム（仮称）○○ホームについて、下記のとおり提出する。 

 

記 

 

１ 整備・運営事業者名 

株式会社 △△ 

 

２ 整備予定地 

新宿区西新宿一丁目○番○ 

 

３ 施設名及び定員 

（仮称）○○ホーム  定員５０名 

 

４ 整備区分 

創設 

 

５ 提出資料 

（１）令和○○年度介護専用型有料老人ホーム整備事業協議書 

（２）その他関係資料 

 

 

 

創設、療養転換創設、療養転換改築、療養転換改修 

の別を記入 

様式例 

（注）提出できない書類が生じた場合は、別紙に理由及び提出予定

時期を記載し提出すること。 

住所・法人名・代表者名は印鑑証明書

の記載と合わせること（省略しない）。 

※途中で変更があった場合には、連絡

すること。 
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A 計画の概要                             

3. 計画概要 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

〔総括表〕
※ □欄のあるものは、該当する項目を■に塗りつぶすこと。

１．整備・運営事業者の概要

定員 人

通所介護（定員　30人）

　本計画以外の整備計画（建設中のものを含む）の有無 ■ 有 □ 無

２．設計会社、コンサルティング会社の概要

介護専用型有料老人ホーム整備事業計画概要（事業者整備型）

施設整備種別

併設施設及び事業
（必要に応じて行を追加）

フリガナ イリョウホウジン　○○カイ 東京都港区○○○１－２－３

整備・運営事業者 医療法人　○○会 （最寄駅：都営大江戸線「○○」駅下車、徒歩３分）

０３－９８７６－

介護専用型有料老人ホーム 50

法人
本部

所在地

整備・運営事業者の
担当者

フリガナ △△　△△

連絡先

フリガナ ○○ホーム

職　名 ▲▲事業部担当係長
E-mail ○○○＠care-service.co.jp

整備
予定地
（所在）

東京都新宿区西新宿○－○－○

整備施設名

電話 ０３－１２３４－

氏　名 △△　△△ FAX ０３－１２３４－

（仮称）○○ホーム
（最寄駅：都営大江戸線「○○」駅下車、徒歩７分）

担当者氏名 ●●　●●

開設時期

豊島区池袋○－○－○ 認知症GH
有の場合、その概要

整備地 施設種別

電話

会社名

現在の主な
施設・事業所

他道府県
分も記載

（必要に応じて行を追加）

施設種別 名称 定員 所在地

○○設計　株式会社 FAX ０３－９８７６－

備考

コンサル業者

フリガナ

R○○．○

連絡先

電話

会社名 ‐ FAX
担当者氏名 ‐

‐

設計会社

フリガナ ○○セッケイ　カブシキガイシャ

連絡先

予定している事業を全て記載（床面積を要しない
「事業」も含む）。定員数も記載。
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３．建築計画の概要

計画書提出時の年齢

（ ）

地上： 階

地下： 階

□ 創設

□ 改築

□ 改修 構造の別

（ ）

建築計画スケジュール

消防完了検査（所轄消防署）

施設運営係へ設置届提出 工事完了検査（建築主事） 令和○○年〇月中旬

東京都竣工検査 令和○○年〇月下旬

契約 令和○○年〇月下旬 設置届提出 令和○○年〇月下旬

着工 令和○○年〇月上旬 開設 令和○○年〇月１日
工事中間検査（建築主事） 令和○○年〇月頃
消防中間検査（所轄消防署） 令和○○年〇月頃

東京都中間検査 令和○○年〇月頃

4．整備予定地の周辺医療機関

■ 内科 ■ 外科 ■ 耳鼻咽喉科 ■ 皮膚科 ■ 眼科 □ 歯科 ■ その他（ 精神科 ）

□ 内科 □ 外科 □ 耳鼻咽喉科 □ 皮膚科 □ 眼科 □ 歯科 ■ その他（整形外科）

□ 内科 □ 外科 □ 耳鼻咽喉科 □ 皮膚科 □ 眼科 ■ 歯科 □ その他（　　　　　　）

□ 内科 □ 外科 □ 耳鼻咽喉科 □ 皮膚科 □ 眼科 □ 歯科 □ その他（　　　　　　）

□ 内科 □ 外科 □ 耳鼻咽喉科 □ 皮膚科 □ 眼科 □ 歯科 □ その他（　　　　　　）

□ 内科 □ 外科 □ 耳鼻咽喉科 □ 皮膚科 □ 眼科 □ 歯科 □ その他（　　　　　　）

５．整備施設の表示事項、利用料等

居住の利用形態 家賃相当額 円

利用料の支払い方法 管理費 円

円 光熱水費 円

償却期間○年 （○○か月） 食費 円

なし

令和○○年〇月中旬

□

創設

介護療養
病床転換

時　期

令和○○年〇月上旬

時　期

□

フリガナ ★★　★★

管理（予定）者氏名 ★★　★★

0

1,300.00

建築構造 工事予定期間等

令和○○年〇月上旬

項　目

入札

45歳

現在の職業・勤務先・資格等 整備・運営事業者が運営する他の有料老人ホーム施設長

敷地面積 着工： 令和○○年〇月上旬

3

延
床
面
積
等

(

㎡

） その他 200.00
（工事期間：○年　○か月）

鉄筋コンクリート造

建物全体 2,400.00

開設： 令和○○年　○月

出来高
（予定）

令和

竣工： 令和○○年〇月上旬

竣工

令和 ○○ 年度 98％

○○ 年度 2％

医療機関名
建設予定地

からの距離

診　療　科　目
※ 施設利用者が診療、入院を要する場合等に協力を得られる（見込みの）医療機関

○○総合病院 1.2㎞
▽▽整形外科医院 0.5㎞
■■歯科クリニック

項　目

建築確認申請

建築確認済証交付

令和○○年〇月下旬

令和○○年〇月下旬

令和○○年〇月上旬

0.7㎞

68,000

16,000

27,000

38,000

利用権方式

前払金方式

入居前払金等
1,000,000

月

間

利

用

料

その他の費用

容積率 184.62％

建ぺい率

介護専用型有料

老人ホーム部分 2,200.00

61.50％ 出来高は直接工事費の積み
上げを基に計算

開設2か月以上前に竣工
していること

月額利用料は、項目ごとに金額を記入すること
（「管理費に含む」などは不可）。
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６．整備予定地の状況（令和　　年　　月　　日現在）

■ 市街化区域　　（用途地域： 隣接商業地域 ）

□ 市街化調整区域

敷地面積 ㎡ ％（上限 ㎡）

％（上限 ㎡）

□ 埋蔵文化財包蔵地域 □ 生産緑地地区 □ 傾斜地

□ その他 （ ）

既存建物の有無 □ 有 （種類： ） ■ 無

前面道路の有無 □ 有 （幅員： m ） ■ 無

境界確定（済）の有無 ■ 有 （ ） □ 無

赤道の有無 □ 有 ■ 無

■ 有 土壌汚染→調査実施済み。基準値を超える汚染なし。 □ 無

開発許可→窓口：新宿区○○部○○課　事前協議中

現在に至るまでの土地の使用状況の概略

■ 宅地 □ 農地〈農地転用許可　　有　・　無　・　不要　〉 □ その他

現況の概略

□ 法人所有

□ 法人購入

□ 寄付による取得

■ 借地 賃借料 □ 無償 ■ 有償（月 円）

賃借権設定方法 （内容　： ）

賃借権設定登記 ■ 有 □ 無

賃貸借契約期間 年

自動更新条項 ■ 有 □ 無

借地上の建物保存登記及び地主の承諾 ■ 有 □ 無

□ その他（ ）

□ 無 ■ 有→下表へ記入（第一順位から）

■ 無 □ 有→下表へ記入（第一順位から）

1,040.00
容積率 200.00 2,600.00

80.00

地歴

土地の現況

100,000 令和元年９月上旬（予定）

25,000

一般借地権

現在の土地
所有者

土地所有者名 東京太郎

整備・運営事業者との関係

その他の
規制状況等

全部　　　・　　　一部　

土壌汚染・埋蔵文化財等の有無や農地法・都市計画法・市町村宅地開発条例等の土地利用に係
る規制の有無、担当部局との調整状況及び今後の予定

用途地域等
1,300.00 建ぺい率

運営事業者の役員等とは無関係

30

土地権利関係
（予定を含む。）

500,000

令和元年１０月中旬（予定）

根抵当権の有無

根抵当権者名 被担保債権額（千円） 根抵当権登記抹消（予定）時期

抵当権及び
根抵当権の設定

状況

抵当権の有無

抵当権者名 被担保債権額（千円） 抵当権登記抹消（予定）時期

抵当権又は根抵当権が設定されている場合には、原則
として審査会前までに（遅くとも内示前までに）抹消する
こと。協議書提出時に、内示前までに抹消することを記
載した「（根）抵当権抹消確約書」を添付すること。

必要に応じて書類を添付
すること。

「建物の保存登記」だけではなく、「借地権
設定登記」まで必要。
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4. 設立（経営）趣旨書 

 

 

設立（経営）趣意書 

１ 運営事業者の経営・運営に関する理念及び沿革 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 今回の整備を必要とする目的・理由、開設に至った経緯など 

 

 

 

 

 

 

 

３ 開設後の運営及びサービス提供の考え方と具体的な内容 

【必須項目】 

 (1)補助条件（全入居者の半数以上が要介護度３以上、又は全入居者の平均要介護

度が３以上）に対応した取り組み（具体的に） 

  (2)利用しやすい料金設定 

  (3)地域や家族との連携方針 
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5. 市場調査書 

下記を踏まえ、具体的な数字や根拠を基に簡潔にまとめること（表やグラフを用いても

良い。）。 

(1)施設周辺地域の現状と将来展望（高齢者人口、要介護高齢者人口の動向、区市町村の

福祉サービスなど） 

(2)周辺地域における他施設・事業所等の状況（施設種別、定員、入居率、料金設定など） 
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6. 整備計画及び住民同意に関する意見書 

(1) 区市町村にて、区市町村名で作成すること。 

(2) ヒアリングまでに提出すること。 

 

整備計画及び住民同意に関する意見書 

１ 整備計画の概要 

整備予定地所有者名 東京 太郎 

運 営 事 業 者 名  株式会社 △△ 

施 設 名 （仮称）○○ホーム 

整 備 予 定 地 新宿区西新宿一丁目○番○ 

施 設 種 別 介護専用型有料老人ホーム 

整 備 種 別 創設 

２ 整備計画に関する意見 

保健福祉計画、

介護保険事業計

画との整合性 

 

整備の必要性  

３ 住民同意に関する意見 

近隣住民の同意

の状況 

 

 

４ その他意見 

 

 

東京都知事  殿 

 

                        令和○○年○○月○○日 

 

                   ○○○区（市町村）長 △△△△△公 印 

様式例 

施設所在地の区市町村が作成。 

ヒアリングまでに、原本を都に提

出すること 
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B 運営事業者に関する事項 

7. 事業概要 

法人の事業概要。パンフレット等に代えることもできる。 

 

8.既存施設一覧表 

(1)特定施設入居者生活介護の指定を受けている有料老人ホームのみ一覧にする。 

(2)数が多い場合は記載例参照 

既
存

施
設

（
※

）
一

覧
表

※
　

特
定

施
設

入
居

者
生

活
介

護
の

指
定

を
受

け
た

「
介

護
付

き
有

料
老

人
ホ

ー
ム

」
運

営
事

業
者

：
株

式
会

社
　

△
△

家
賃

相
当

額
管

理
費

光
熱

水
費

食
　

費

1
東

京
都

荒
川

区
【
混

合
型

】
○

○
ホ

ー
ム

町
屋

7
0

○
年

○
月

3
.3

オ
ー

ナ
ー

型
月

額
利

用
料

支
払

い
方

式
1
2
0
,0

0
0
円

3
0
,0

0
0
円

2
5
,5

0
0
円

3
6
,5

0
0
円

2
東

京
都

北
区

【
介

護
専

用
型

】
○

○
ホ

ー
ム

王
子

9
0

○
年

○
月

3
.2

事
業

者
整

備
型

入
居

前
払

金
：
5
,0

0
0
,0

0
0
円

6
5
,0

0
0
円

1
5
,0

0
0
円

2
6
,0

0
0
円

3
7
,0

0
0
円

3 4
埼

玉
県

【
混

合
型

】
○

○
ホ

ー
ム

大
宮

他
１

０
箇

所
5
0

○
年

○
月

3
.1

オ
ー

ナ
ー

型
入

居
前

払
金

：
4
,0

0
0
,0

0
0
円

5
5
,0

0
0
円

1
5
,0

0
0
円

2
6
,0

0
0
円

3
7
,0

0
0
円

5
東

北
地

方
【
混

合
型

】
○

○
ホ

ー
ム

仙
台

他
５

箇
所

5
0

○
年

○
月

3
オ

ー
ナ

ー
型

入
居

前
払

金
：
1
,0

0
0
,0

0
0
円

4
5
,0

0
0
円

1
2
,0

0
0
円

2
6
,0

0
0
円

3
7
,0

0
0
円

6 7 8 9 1
0

※
　

特
定

施
設

入
居

者
生

活
介

護
（
一

般
型

）
の

指
定

を
受

け
た

「
介

護
付

き
有

料
老

人
ホ

ー
ム

」

平
均

要
介

護
度

N
o
.

そ
の

他
の

費
用

定
員

（
名

）
施

　
　

　
設

　
　

　
名

所
在

地
月

　
間

　
利

　
用

　
料

入
居

前
払

金
等

整
備

形
態

開
設

時
期

様
式

例

項
目

ご
と

に
金

額
を

記
入

す
る

こ
と

。
（
「
管

理
費

に
含

む
」
な

ど
は

不
可

。
）

「
混

合
型

」
か

「
介

護
専

用
型

」の
区

分
を

記
入

す
る

こ
と

。

原
則

と
し

て
全

施
設

記
載

す
る

こ
と

。
件

数
が

多
い

場
合

は
、

都
内

は
全

て
記

載
し

、
他

道
府

県
に

つ
い

て
は

、
各

県
又

は
地

方
ご

と
に

「
△

△
ホ

ー
ム

他
○

箇
所

」と
記

載
。

介
護

専
用

型
の

場
合

は
、

前
年

度
末

時
点

の
平

均
要

介
護

度
を

記
載

す
る

こ
と

。
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9．定款 

原本証明をすること。 

 

10．法人登記全部事項証明書 

３か月以内に発行された原本を提出すること。 

 

11. 特定施設入居者生活介護の指定通知書（写） 

（１）社会福祉法人・医療法人以外の場合は提出すること。 

（２）既存施設１施設分を提出すること。 
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12．役員（理事）名簿及び履歴書 

  法人登記事項証明書掲載者は必ず作成すること。 

 

 
  

履   歴   書（役員用） 
 

                                 令和  年  月  日作成 

 

 フリガナ   

  

 

 

 氏  名 
 

 生年月日      年  月  日 （満  歳）  性別  

 

 住  所 

 〒 

 

 

 ※ 自宅住所を記載 

 

 《学  歴》 

 

学  校  名 学部学科名 期     間 資   格  

    年 月 日～  年 月 日    卒   年退 

      卒   年退 

      卒   年退 

      卒   年退 

 

 

 《職  歴》 

 

勤   務   先 在職期間 職務内容 役  職  

   年 月 日～  年 月 日   

    

    

    

    

 

 

 《現  職》 

 

勤   務   先 在職期間 職務内容 役  職  

   年 月 日 ～ 現  在   

    

    

    

 

  現在従事している職について、職歴とは別に全て記入すること。 
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 《資格・免許》 

 

名   称（種 別） 登録年月日及び登録番号 取扱機関 

    年  月  日  №  

    年  月  日  №  

    年  月  日  №  

 

 

 

     ※ 歴については、欄の上から古い順に記載すること。 

 《他法人役員経歴》 

 

法人名 在職期間 職務内容 役  職 

   年 月 日～  年 月 日   

    

    

    

 

 他法人役員経歴については、職歴とは別記すること。 

 

 

 《その他兼務職歴》 （例；民生委員・任意団体等の役員歴） 

職   歴 在職期間 職務内容 役  職 

   年 月 日～  年 月 日   
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13．施設長（管理者）の履歴書及び資格証明書 

 

履   歴   書（施設長用） 
 

                                 令和  年  月  日作成 

 

 フリガナ  実印 
  写真を必ず貼る

こと 

 上半身・脱帽・正

面を向いた３ヵ月

以内に撮影された

もの 

 

 

 氏  名 
 

 

 生年月日      年  月  日 （満  歳）  性別 
 

 

 住  所 

 〒 

 

                           （     ） 

 
 

 

 《学  歴》 

 

学  校  名 学部学科名 期     間 資   格  

    年 月 日～  年 月 日    卒   年退 

      卒   年退 

      卒   年退 

      卒   年退 

 

 《職  歴》 

 

勤   務   先 在職期間 職務内容 役  職  

   年 月 日～  年 月 日   

    

    

    

    

 

 《現  職》 

 

勤   務   先 在職期間 職務内容 役  職  

   年 月 日 ～ 現  在   

    

    

    

 

  現在従事している職について、職歴とは別に全て記入すること。  
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《他法人役員経歴》 

 

法人名 在職期間 職務内容 役  職  

   年 月 日～  年 月 日   

    

    

    

 他法人役員経歴については、職歴とは別記すること。 

 

 

 《その他兼務職歴》 （例；民生委員・任意団体等の役員歴） 

職   歴 在職期間 職務内容 役  職  

   年 月 日～  年 月 日   

    

    

    

 

 

 《資格・免許》 

 

名   称（種 別） 登録年月日及び登録番号 取扱機関  

    年  月  日  №  

    年  月  日  №  

    年  月  日  №  

 

 

     ※ 歴については、欄の上から古い順に記載すること。 
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14．指導検査等結果通知書及び改善報告書 

既存施設における直近のものを提出してください。 

 

15．決算書（過去３期分） 

直近の３年分を提出すること。 

 

16．累積借入金償還計画表 

累積借入金の償還計画について一覧表の形式で作成すること。 
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C 建設資金計画                           

17．建設事業費・資金調達内訳等一覧表 

併設事業がある場合は併設事業分も作成すること。 

  

 

施設名： 法人名：

令和　　年　　月　　日　現在

金額（単位：円） 比　率

400,000,000 36.18%

605,000,000 54.73%

18,900,000 1.71%

35,000,000 3.17%

658,900,000 59.60%

40,560,000 3.67%

6,000,000 0.54%

1,105,460,000 100.00%

0 0.00%

300,000,000 27.14%

100,000,000 9.05%

法人自己資金 0 0.00%

寄附金（寄附者氏名） 0 0.00%

計 0 0.00%

400,000,000 36.18%

100,000,000 9.05%

0 0.00%

193,500,000 17.50%

261,500,000 23.66%

法人自己資金 103,900,000 9.40%

寄附金（寄附者氏名） 0 0.00%

寄附金（●●　●●） 0 0.00%

計 103,900,000 9.40%

658,900,000 59.60%

法人自己資金 40,560,000 3.67%

寄附金（寄附者氏名） 0 0.00%

40,560,000 3.67%

法人自己資金 6,000,000 0.54%

寄附金（寄附者氏名） 0 0.00%

6,000,000 0.54%

1,105,460,000 100.00%

東京都補助金 100,000,000 9.05%

区市町村補助金 0 0.00%

補　助　金　計 100,000,000 9.05%

○○銀行借入 493,500,000 44.64%

△△銀行借入 361,500,000 32.70%

借　入　金　計 855,000,000 77.34%

法人自己資金 150,460,000 13.61%

寄附金（寄附者氏名） 0 0.00%

寄附金（●●　●●） 0 0.00%

自 己 資 金 計 150,460,000 13.61%

３　借入比率算出表

令和○○年度計画案件の借入予定額（Ａ） 855,000,000 －

借入金に対する区市町村等からの償還補助額（Ｂ） 0 －

資金総額（＝事業費合計額）（Ｃ） 1,105,460,000 －

借入予定額と事業費総額との割合（Ｄ＝（Ａ－Ｂ）／Ｃ） － 77.34%

建設事業費・資金調達内訳等一覧表

１
　
事
業
費

用地費

備品
整備費

工事事務費

工事請負費

計

補助金内訳（再掲）

運転資金

東京都補助金

区市町村補助金

小　　　計

△△銀行借入

法人事務費

合　　　　　　　　　計

小　　　計

運転資金
自己資金

区市町村補助金

借入金内訳（再掲）

自己資金内訳（再掲）

２
　
資
金
調
達
内
訳 自己資金

自己資金

小　　　計

整備費

△△銀行借入

○○銀行借入

○○銀行借入

合　　　　　　　　　計

法人事務費

小　　　計

自己資金

用地費

合計、比率等エクセル計算式
登録済

寄附者が複数いる場合、欄を増

やして寄附者ごとに記載すること

「18初期総投資額の積算根拠」と一致

借入金は充当することができな
い
借入金は充当することができな
い
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施
設

名
：

法
人

名
：

合
計

有
料

老
人

ホ
ー

ム
そ

の
他

（
補

助
対

象
外

）

2
,
4
0
0
㎡

2
,
2
0
0
㎡

2
0
0
㎡

4
0
0
,
0
0
0
,
0
0
0

3
6
6
,
6
6
6
,
6
6
7

3
3
,
3
3
3
,
3
3
3

6
0
5
,
0
0
0
,
0
0
0

5
5
4
,
5
8
3
,
3
3
3

5
0
,
4
1
6
,
6
6
7

1
8
,
9
0
0
,
0
0
0

1
7
,
3
2
5
,
0
0
0

1
,
5
7
5
,
0
0
0

3
5
,
0
0
0
,
0
0
0

3
0
,
0
0
0
,
0
0
0

5
,
0
0
0
,
0
0
0

→
2
9
.初

度
備

品
見

積
書

か
ら

転
記

6
5
8
,
9
0
0
,
0
0
0

6
0
1
,
9
0
8
,
3
3
3

5
6
,
9
9
1
,
6
6
7

4
0
,
5
6
0
,
0
0
0

3
9
,
5
6
0
,
0
0
0

1
,
0
0
0
,
0
0
0

6
,
0
0
0
,
0
0
0

5
,
5
0
0
,
0
0
0

5
0
0
,
0
0
0

1
,
1
0
5
,
4
6
0
,
0
0
0

1
,
0
1
3
,
6
3
5
,
0
0
0

9
1
,
8
2
5
,
0
0
0

0
0

0

3
0
0
,
0
0
0
,
0
0
0

2
7
5
,
0
0
0
,
0
0
0

2
5
,
0
0
0
,
0
0
0

1
0
0
,
0
0
0
,
0
0
0

9
1
,
6
6
6
,
6
6
7

8
,
3
3
3
,
3
3
3

法
人

自
己

資
金

0
0

0

寄
附

金
（

寄
附

者
氏

名
）

0
0

0

計
0

0
0

4
0
0
,
0
0
0
,
0
0
0

3
6
6
,
6
6
6
,
6
6
7

3
3
,
3
3
3
,
3
3
3

1
0
0
,
0
0
0
,
0
0
0

1
0
0
,
0
0
0
,
0
0
0

0

0
0

0

1
9
3
,
5
0
0
,
0
0
0

1
9
3
,
5
0
0
,
0
0
0

0

2
6
1
,
5
0
0
,
0
0
0

2
0
6
,
5
0
0
,
0
0
0

5
5
,
0
0
0
,
0
0
0

法
人

自
己

資
金

1
0
3
,
9
0
0
,
0
0
0

9
5
,
2
4
1
,
6
6
7

8
,
6
5
8
,
3
3
3

寄
附

金
（

寄
附

者
氏

名
）

0
0

0

寄
附

金
（

●
●

　
●

●
）

0
0

0

計
1
0
3
,
9
0
0
,
0
0
0

9
5
,
2
4
1
,
6
6
7

8
,
6
5
8
,
3
3
3

6
5
8
,
9
0
0
,
0
0
0

5
9
5
,
2
4
1
,
6
6
7

6
3
,
6
5
8
,
3
3
3

法
人

自
己

資
金

4
0
,
5
6
0
,
0
0
0

3
9
,
5
6
0
,
0
0
0

1
,
0
0
0
,
0
0
0

寄
附

金
（

寄
附

者
氏

名
）

0
0

0

4
0
,
5
6
0
,
0
0
0

3
9
,
5
6
0
,
0
0
0

1
,
0
0
0
,
0
0
0

法
人

自
己

資
金

6
,
0
0
0
,
0
0
0

5
,
5
0
0
,
0
0
0

5
0
0
,
0
0
0

寄
附

金
（

寄
附

者
氏

名
）

0
0

0

6
,
0
0
0
,
0
0
0

5
,
5
0
0
,
0
0
0

5
0
0
,
0
0
0

1
,
1
0
5
,
4
6
0
,
0
0
0

1
,
0
0
6
,
9
6
8
,
3
3
4

9
8
,
4
9
1
,
6
6
6

東
京

都
補

助
金

1
0
0
,
0
0
0
,
0
0
0

1
0
0
,
0
0
0
,
0
0
0

0

区
市

町
村

補
助

金
0

0
0

補
　

助
　

金
　

計
1
0
0
,
0
0
0
,
0
0
0

1
0
0
,
0
0
0
,
0
0
0

0

○
○

銀
行

借
入

4
9
3
,
5
0
0
,
0
0
0

4
6
8
,
5
0
0
,
0
0
0

2
5
,
0
0
0
,
0
0
0

△
△

銀
行

借
入

3
6
1
,
5
0
0
,
0
0
0

2
9
8
,
1
6
6
,
6
6
7

6
3
,
3
3
3
,
3
3
3

借
　

入
　

金
　

計
8
5
5
,
0
0
0
,
0
0
0

7
6
6
,
6
6
6
,
6
6
7

8
8
,
3
3
3
,
3
3
3

法
人

自
己

資
金

1
5
0
,
4
6
0
,
0
0
0

1
4
0
,
3
0
1
,
6
6
7

1
0
,
1
5
8
,
3
3
3

寄
附

金
（

寄
附

者
氏

名
）

0
0

0

寄
附

金
（

●
●

　
●

●
）

0
0

0

自
 
己

 
資

 
金

 
計

1
5
0
,
4
6
0
,
0
0
0

1
4
0
,
3
0
1
,
6
6
7

1
0
,
1
5
8
,
3
3
3

借
入

金
内

訳
（

再
掲

）

自
己

資
金

内
訳

（
再

掲
）

２ 　 資 金 調 達 内 訳

工
事

事
務

費

工
事

請
負

費

計

○
○

銀
行

借
入

合
　

　
　

　
　

　
　

　
　

計

法
人

事
務

費

種
　

　
別

自
己

資
金

自
己

資
金

小
　

　
　

計

整
備

費

△
△

銀
行

借
入

○
○

銀
行

借
入

合
　

　
　

　
　

　
　

　
　

計

備
品

整
備

費

区
市

町
村

補
助

金

床
　

面
　

積

事
業

費
・

資
金

調
達

内
訳

等
一

覧
表

（
事

業
別

）

補
助

金
内

訳
（

再
掲

）

運
転

資
金

東
京

都
補

助
金

区
市

町
村

補
助

金

小
　

　
　

計

△
△

銀
行

借
入

１ 　 事 業 費

用
地

費

法
人

事
務

費

小
　

　
　

計

自
己

資
金

用
地

費

小
　

　
　

計

運
転

資
金

自
己

資
金

2
1
.面

積
・
事

業
費

按
分

表
か

ら
転

記

※
本

計
画

の
他

に
整

備
を

計
画

し
て

い
る

場
合

こ
の

様
式

を
使

用
し

て
、

①
本

計
画

、
②

他
計

画
、
③

本
計

画
(①

)と
他

計
画

(②
)を

合
計

し
た

資
金

計
画

表
を

作
成

す
る

こ
と

。

借
入

金
は

充
当

す
る

こ
と

が
で

き
な

い借
入

金
は

充
当

す
る

こ
と

が
で

き
な

い
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18．初期総投資額の積算根拠 

(1) 東京都有料老人ホーム設置運営指導指針１０(２)参照。 

(2) 運転資金は開設前から赤字が改善されるまでに必要な経費を計上すること。 

 

 

初期総投資額の積算根拠 ＜参考様式＞

整備･運営事業者名：株式会社△△

（単位：円）

＜開設前＞ 合計
有料老人
ホーム

その他
（補助対象外）

土地購入費 380,000,000

不動産仲介手数料 20,000,000

400,000,000

工事請負費 605,000,000

工事事務費（設計・監理） 18,900,000

備品費 35,000,000

658,900,000

測量費 400,000

地質調査費 400,000

広告宣伝費 1,000,000

○○○費 100,000

研修費 3,000,000

賃借料 工事期間中の地代 100,000

開発負担金 100,000

○○負担金 0

不動産取得税・登録免許税 200,000

固定資産税（土地） 200,000

○○銀行借入利息 100,000

■■銀行借入利息 200,000

予備費 200,000

6,000,000

＜開設後＞

40,560,000

1,105,460,000

開業準備関係費

予備費

運転資金
（開設から赤字解消までの累積赤字額）

用地費

調査関係費

公共負担金

総計　＜開設前＞＋＜開設後＞＝

法人事務費計

用地費計

整備費計

期中金利

法
人
事
務
費

租税公課

募集関係費

整備費

４９．資金収支計算書から算出

開設前研修期間中の人件費

借地の場合は一時金・敷金等を
記載し、工事期間中の地代は法
人事務費で計上

併設事業がある場合は、有
料老人ホームとそれ以外で
個々に積算可能なものは
個々に積み上げ、不可能なも
のは面積で按分する。
（工事請負費・工事事務費に
ついては「２１．面積事業費按
分表」による）
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19．資金繰り表 

計画時から開設までの資金繰りについてまとめること。 

記
入

例

施
設

の
種

類
：
介

護
専

用
型

有
料

老
人

ホ
ー

ム
施

設
の

名
称

：
（
仮

称
）
○

○
ホ

ー
ム

法
人

名
：
㈱

△
△

令
和

○
○

年
○

月
○

日
現

在

内
容

相
手

方
収

入
支

出
残

高
収

入
支

出
残

高
収

入
支

出
残

高
収

入
支

出
残

高

法
人

自
己

資
金

（
蓄

財
）

1
0
9
,9

0
0
,0

0
0

0
1
0
9
,9

0
0
,0

0
0

0
1
0
3
,9

0
0
,0

0
0

1
0
3
,9

0
0
,0

0
0

6
,0

0
0
,0

0
0

6
,0

0
0
,0

0
0

令
和

○
○

年
○

月
○

○
日

調
査

費
等

（
各

種
）

0
8
0
0
,0

0
0

1
0
9
,1

0
0
,0

0
0

0
1
0
3
,9

0
0
,0

0
0

8
0
0
,0

0
0

5
,2

0
0
,0

0
0

令
和

○
○

年
○

月
○

○
日

借
入

金
（
用

地
費

）
福

祉
医

療
機

構
3
0
0
,0

0
0
,0

0
0

0
4
0
9
,1

0
0
,0

0
0

3
0
0
,0

0
0
,0

0
0

3
0
0
,0

0
0
,0

0
0

1
0
3
,9

0
0
,0

0
0

5
,2

0
0
,0

0
0

令
和

○
○

年
○

月
○

○
日

借
入

金
（
用

地
費

）
□

□
銀

行
1
0
0
,0

0
0
,0

0
0

0
5
0
9
,1

0
0
,0

0
0

1
0
0
,0

0
0
,0

0
0

4
0
0
,0

0
0
,0

0
0

1
0
3
,9

0
0
,0

0
0

5
,2

0
0
,0

0
0

令
和

○
○

年
○

月
○

○
日

借
入

金
利

息
□

□
銀

行
0

1
0
0
,0

0
0

5
0
9
,0

0
0
,0

0
0

4
0
0
,0

0
0
,0

0
0

1
0
3
,9

0
0
,0

0
0

1
0
0
,0

0
0

5
,1

0
0
,0

0
0

令
和

○
○

年
○

月
○

○
日

土
地

代
金

支
払

い
▲

▲
▲

0
4
0
0
,0

0
0
,0

0
0

1
0
9
,0

0
0
,0

0
0

4
0
0
,0

0
0
,0

0
0

0
1
0
3
,9

0
0
,0

0
0

5
,1

0
0
,0

0
0

令
和

○
○

年
○

月
○

○
日

借
入

金
（
整

備
費

）
□

□
銀

行
4
5
5
,0

0
0
,0

0
0

0
5
6
4
,0

0
0
,0

0
0

0
4
5
5
,0

0
0
,0

0
0

5
5
8
,9

0
0
,0

0
0

5
,1

0
0
,0

0
0

令
和

○
○

年
○

月
○

○
日

借
入

金
利

息
□

□
銀

行
0

2
0
0
,0

0
0

5
6
3
,8

0
0
,0

0
0

0
5
5
8
,9

0
0
,0

0
0

2
0
0
,0

0
0

4
,9

0
0
,0

0
0

令
和

○
○

年
○

月
○

○
日

工
事

費
支

払
い

○
○

建
設

0
2
5
,0

0
0
,0

0
0

5
3
8
,8

0
0
,0

0
0

0
2
5
,0

0
0
,0

0
0

5
3
3
,9

0
0
,0

0
0

4
,9

0
0
,0

0
0

令
和

○
○

年
○

月
○

○
日

工
事

事
務

費
支

払
い

△
△

設
計

0
5
,0

0
0
,0

0
0

5
3
3
,8

0
0
,0

0
0

0
5
,0

0
0
,0

0
0

5
2
8
,9

0
0
,0

0
0

4
,9

0
0
,0

0
0

令
和

○
○

年
○

月
○

○
日

都
補

助
金

（
建

設
）

東
京

都
2
,0

0
0
,0

0
0

0
5
3
5
,8

0
0
,0

0
0

0
2
,0

0
0
,0

0
0

5
3
0
,9

0
0
,0

0
0

4
,9

0
0
,0

0
0

令
和

○
○

年
○

月
○

○
日

工
事

費
支

払
い

○
○

建
設

0
2
0
0
,0

0
0
,0

0
0

3
3
5
,8

0
0
,0

0
0

0
2
0
0
,0

0
0
,0

0
0

3
3
0
,9

0
0
,0

0
0

4
,9

0
0
,0

0
0

令
和

○
○

年
○

月
○

○
日

工
事

事
務

費
支

払
い

△
△

設
計

0
1
0
,0

0
0
,0

0
0

3
2
5
,8

0
0
,0

0
0

0
1
0
,0

0
0
,0

0
0

3
2
0
,9

0
0
,0

0
0

4
,9

0
0
,0

0
0

令
和

○
○

年
○

月
○

○
日

広
告

宣
伝

費
○

○
0

1
,0

0
0
,0

0
0

3
2
4
,8

0
0
,0

0
0

0
3
2
0
,9

0
0
,0

0
0

1
,0

0
0
,0

0
0

3
,9

0
0
,0

0
0

令
和

○
○

年
○

月
○

○
日

研
修

費
用

○
○

0
3
,0

0
0
,0

0
0

3
2
1
,8

0
0
,0

0
0

0
3
2
0
,9

0
0
,0

0
0

3
,0

0
0
,0

0
0

9
0
0
,0

0
0

令
和

○
○

年
○

月
○

○
日

登
記

費
用

・
諸

税
（
各

種
）

0
4
0
0
,0

0
0

3
2
1
,4

0
0
,0

0
0

0
3
2
0
,9

0
0
,0

0
0

4
0
0
,0

0
0

5
0
0
,0

0
0

令
和

○
○

年
○

月
○

○
日

備
品

支
払

い
○

○
会

社
0

3
5
,0

0
0
,0

0
0

2
8
6
,4

0
0
,0

0
0

0
3
5
,0

0
0
,0

0
0

2
8
5
,9

0
0
,0

0
0

5
0
0
,0

0
0

令
和

○
○

年
○

月
○

○
日

○
○

費
0

3
0
0
,0

0
0

2
8
6
,1

0
0
,0

0
0

0
2
8
5
,9

0
0
,0

0
0

3
0
0
,0

0
0

2
0
0
,0

0
0

令
和

○
○

年
○

月
○

○
日

都
補

助
金

（
建

設
）

東
京

都
9
8
,0

0
0
,0

0
0

0
3
8
4
,1

0
0
,0

0
0

0
9
8
,0

0
0
,0

0
0

3
8
3
,9

0
0
,0

0
0

2
0
0
,0

0
0

令
和

○
○

年
○

月
○

○
日

工
事

費
支

払
い

○
○

建
設

0
3
8
0
,0

0
0
,0

0
0

4
,1

0
0
,0

0
0

0
3
8
0
,0

0
0
,0

0
0

3
,9

0
0
,0

0
0

2
0
0
,0

0
0

令
和

○
○

年
○

月
○

○
日

工
事

事
務

費
支

払
い

△
△

設
計

0
3
,9

0
0
,0

0
0

2
0
0
,0

0
0

0
3
,9

0
0
,0

0
0

0
2
0
0
,0

0
0

令
和

○
○

年
○

月
○

○
日

予
備

費
0

2
0
0
,0

0
0

0
0

0
2
0
0
,0

0
0

0

0
0

0
0

合
計

1
,0

6
4
,9

0
0
,0

0
0

1
,0

6
4
,9

0
0
,0

0
0

0
4
0
0
,0

0
0
,0

0
0

4
0
0
,0

0
0
,0

0
0

0
6
5
8
,9

0
0
,0

0
0

6
5
8
,9

0
0
,0

0
0

0
6
,0

0
0
,0

0
0

6
,0

0
0
,0

0
0

0

資
　

金
　

繰
　

り
　

表

概
要

日
付

法
人

事
務

費
整

備
費

用
地

費
総

括

そ
れ

ぞ
れ

の
計

画
内

容
に

よ
り

必
要

な
資

金
繰

り
を

記
入

す
る

こ
と

。
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20．補助金算出表 

 

 

 

（
注

１
）
整

備
区

分
は

、
「
創

設
」
、

「
療

養
転

換
創

設
」
、

「
療

養
転

換
改

築
」
、

「
療

養
転

換
改

修
」
か

ら
選

択
す

る
。

（
注

２
）
整

備
費

は
年

度
出

来
高

で
按

分
し

て
記

載
す

る
。

（
注

３
）
当

年
度

分
を

□
太

線
で

囲
む

。
（
注

４
）
工

事
請

負
費

の
対

象
経

費
（
Ｂ

欄
）
に

は
、

対
象

外
工

事
費

（
土

地
造

成
等

）
は

含
め

な
い

。
（
注

５
）
工

事
事

務
費

の
対

象
経

費
（
Ｂ

欄
）
は

、
工

事
請

負
費

の
対

象
経

費
（
Ｂ

欄
）
の

２
．

６
％

を
限

度
と

す
る

。
（
注

６
）
Ｂ

欄
の

合
計

額
、

Ｃ
欄

の
い

ず
れ

か
少

な
い

額
を

Ｄ
欄

に
記

入
す

る
（
千

円
未

満
切

捨
て

）
。

5
3
9
,0

0
0
,0

0
1

5
2
9
,6

4
3
,1

6
4

1
0
0
,0

0
0
,0

0
0

1
7
,3

2
5
,0

0
0

5
,7

7
5
,0

0
0

5
5
6
,3

2
5
,0

0
1

5
3
5
,4

1
8
,1

6
4

合
計

1
0
0

％

工
事

請
負

費

工
事

事
務

費

合
計

9
8
,0

0
0
,0

0
0

工
事

事
務

費
1
6
,9

7
8
,5

0
0

5
,6

5
9
,5

0
0

合
計

5
4
5
,1

9
8
,5

0
1

5
2
4
,7

0
9
,8

0
1

9
8

％
＝

9
8
,0

0
0
,0

0
0

×
5
0

人
×

工
事

請
負

費
5
2
8
,2

2
0
,0

0
1

5
1
9
,0

5
0
,3

0
1

2
,0

0
0
,0

0
0

○
○

年
度

9
8

％

2
％

＝
2
,0

0
0
,0

0
0

×
5
0

人
工

事
事

務
費

3
4
6
,5

0
0

1
1
5
,5

0
0

合
計

×

Ａ
Ｂ

（
≦

Ａ
）

Ｄ

○
○

年
度

2
％

工
事

請
負

費
1
0
,7

8
0
,0

0
0

1
0
,5

9
2
,8

6
3

1
1
,1

2
6
,5

0
0

1
0
,7

0
8
,3

6
3

出
来

高
算

定
額

2
,0

0
0
,0

0
0

2
,0

0
0
,0

0
0

整
備

区
分

創
設

開
設

予
定

年
月

日
令

和
○

○
年

　
　

○
月

　
　

１
日

補
助

単
価

整
備

定
員

（
単

位
：
円

）

整
備

年
度

出
来

高
経

費
区

分

整
備

費
対

象
経

費
の

実
支

出
額

（
千

円
未

満
切

捨
て

）

Ｃ

算
定

基
準

に
よ

る
算

定
額

補
助

額

整
備

年
度

令
和

○
○

年
度

２
％

　
・
　

令
和

○
○

年
度

９
８

％
設

計
監

理
会

社
名

○
○

設
計

　
株

式
会

社

施
設

所
在

地
新

宿
区

西
新

宿
○

丁
目

○
番

○
号

工
事

請
負

業
者

名
未

定

施
設

名
（
仮

称
）
○

○
ホ

ー
ム

構
造

鉄
筋

コ
ン

ク
リ

ー
ト

造
り

・
地

上
３

階
・
地

下
０

階
建

て

令
和

○
○

年
度

介
護

専
用

型
有

料
老

人
ホ

ー
ム

施
設

整
備

費
補

助
金

算
出

内
訳

（
事

業
者

整
備

型
）

申
請

者
名

㈱
△

△
工

期
令

和
○

○
年

　
○

月
　

○
日

～
令

和
○

○
年

　
○

月
○

○
日

1 2

3 4

（
注

５
）
の

と
お

り
、

④
は

③
の

2
.6

％
を

限
度

と
す

る
。

（
注

３
）
の

と
お

り
、

当
年

度
を

太
線

で
囲

む
。

様
式

例

「
2
1
 面

積
・
事

業
費

按
分

表
」か

ら
転

記
す

る
。
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21．面積・事業費按分表 

 

 
 

 

介
護

専
用

型
有

料
老

人
ホ

ー
ム

整
備

費
補

助
事

業

（
単

位
：円

）

令
和

○
○

年
度

2%
令

和
○

○
年

度
98

%
全

体
10

0%

本
体

㎡
2
,2

0
0.

0
0
㎡

2
0
0.

0
0
㎡

2
,4

0
0.

0
0
㎡

2
,2

0
0.

0
0
㎡

2
0
0.

0
0
㎡

2
,4

0
0.

0
0
㎡

2
,2

0
0.

0
0
㎡

2
0
0.

0
0
㎡

2
,4

0
0.

0
0
㎡

％
9
1
.6

6
66

6
66

7
%

8
.3

3
33

3
33

3
%

1
0
0.

0
0
00

0
00

0
%

9
1
.6

6
66

6
66

7
%

8
.3

3
33

3
33

3
%

1
0
0.

0
0
00

0
00

0
%

9
1
.6

6
66

6
66

7
%

8
.3

3
33

3
33

3
%

1
0
0.

0
0
00

0
00

0
%

1
0
,9

0
1,

1
6
1

9
9
1,

0
1
5

1
1
,8

9
2,

1
7
6

5
3
4,

1
5
6,

8
8
6

4
8
,5

5
9,

7
1
7

5
8
2,

7
1
6,

6
0
3

5
4
5,

0
5
8,

0
4
7

4
9
,5

5
0,

7
3
2

5
9
4,

6
0
8,

7
7
9

1
9
0,

5
0
6

1
7
,3

1
9

2
0
7,

8
2
4

9
,3

3
4,

7
8
0

8
4
8,

6
1
7

1
0
,1

8
3,

3
9
7

9
,5

2
5,

2
8
6

8
6
5,

9
3
5

1
0
,3

9
1,

2
2
1

1
1
,0

9
1,

6
6
7

1
,0

0
8,

3
3
4

1
2
,1

0
0,

0
0
0

5
4
3,

4
9
1,

6
6
6

4
9
,4

0
8,

3
3
4

5
9
2,

9
0
0,

0
0
0

5
5
4,

5
8
3,

3
3
3

5
0
,4

1
6,

6
6
7

6
0
5,

0
0
0,

0
0
0

1
1
5,

5
0
0

1
0
,5

0
0

1
2
6,

0
0
0

5
,6

5
9,

5
0
0

5
1
4,

5
0
0

6
,1

7
4,

0
0
0

5
,7

7
5,

0
0
0

5
2
5,

0
0
0

6
,3

0
0,

0
0
0

2
3
1,

0
0
0

2
1
,0

0
0

2
5
2,

0
0
0

1
1
,3

1
9,

0
0
0

1
,0

2
9,

0
0
0

1
2
,3

4
8,

0
0
0

1
1
,5

5
0,

0
0
0

1
,0

5
0,

0
0
0

1
2
,6

0
0,

0
0
0

3
4
6,

5
0
0

3
1
,5

0
0

3
7
8,

0
0
0

1
6
,9

7
8,

5
0
0

1
,5

4
3,

5
0
0

1
8
,5

2
2,

0
0
0

1
7
,3

2
5,

0
0
0

1
,5

7
5,

0
0
0

1
8
,9

0
0,

0
0
0

（
再

掲
）補

助
対

象
　

計
1
1
,0

1
6,

6
6
1

1
,0

0
1,

5
1
5

1
2
,0

1
8,

1
7
6

5
3
9,

8
1
6,

3
8
6

4
9
,0

7
4,

2
1
7

5
8
8,

8
9
0,

6
0
3

5
5
0,

8
3
3,

0
4
7

5
0
,0

7
5,

7
3
2

6
0
0,

9
0
8,

7
7
9

（
再

掲
）補

助
対

象
外

　
計

4
2
1,

5
0
6

3
8
,3

1
9

4
5
9,

8
2
4

2
0
,6

5
3,

7
8
0

1
,8

7
7,

6
1
7

2
2
,5

3
1,

3
9
7

2
1
,0

7
5,

2
8
6

1
,9

1
5,

9
3
5

2
2
,9

9
1,

2
2
1

総
合

計
1
1
,4

3
8,

1
6
7

1
,0

3
9,

8
3
4

1
2
,4

7
8,

0
0
0

5
6
0,

4
7
0,

1
6
6

5
0
,9

5
1,

8
3
4

6
1
1,

4
2
2,

0
0
0

5
7
1,

9
0
8,

3
3
3

5
1
,9

9
1,

6
6
7

6
2
3,

9
0
0,

0
0
0

　
面

　
積

　
・

 
事

　
業

　
費

　
按

　
分

　
表

 
 
 
（

 
事

業
者

整
備

型
 
）

有
料

老
人

ホ
ー

ム
（
補

助
対

象
）

有
料

老
人

ホ
ー

ム
（
補

助
対

象
）

有
料

老
人

ホ
ー

ム
（
補

助
対

象
）

そ
の

他
（
補

助
対

象
外

）
計

そ
の

他
（
補

助
対

象
外

）

区
分

整
備

・
運

営
事

業
者

名

施
設

名

そ
の

他
（
補

助
対

象
外

）
計

計

面  積 工 事 事 務 費
合

　
計

工 事 費

補
助

対
象

外
事

務
費

補
助

対
象

事
務

費

補
助

対
象

外
工

事

補
助

対
象

工
事

（
主

体
工

事
）

合
　

計

「
2
2費

目
別

内
訳

書
」
の

D
欄

か
ら

転
記

様
式

例

3 1 4 2

「
補

助
金

算
出

表
」（

前
頁

）の
事

業
費

欄
①

～
④

に
数

字
を

転
記

面
積

は
「3

6室
別

面
積

表
」
か

ら
転

記

2
,2

0
0.

0
0㎡

÷
2
,4

0
0.

0
0㎡

小
数

点
以

下
８

桁
ま

で
表

記

上
欄

の
％

で
は

な
く
、

本
体

面
積

比
で

按
分

2
,2

0
0.

0
0㎡

÷
2
,4

0
0.

0
0㎡

×
59

4
,6

0
8,

7
7
9
円

＝
5
4
5
,0

5
8
,0

4
7
円

（
四

捨
五

入
）

按
分

し
た

結
果

、
合

計
と

１
円

の
ズ

レ
が

生
じ

た
場

合
は

補
助

対
象

外
の

施
設

で
±

１
円

し
て

調
整

す
る

。
該

当
項

目
10

0％
事

業
費

×
年

度
出

来
高

5
4
5
,0

5
8
,0

4
7
×

2
％

＝
1
0
,9

0
1
,1

6
1
（
四

捨
五

入
）

①
総

事
業

費
Ａ

：
工

事
費

②
〟

：
工

事
事

務
費

③
対

象
経

費
Ｂ

：
工

事
費

④
〟

：
工

事
事

務
費

全
体

（
1
0
0
％

）
5
4
5
,0

5
8
,0

4
7
円

－
○

○
年

度
（
2％

）1
0
,9

0
1,

1
6
1円

＝
5
3
4
,1

5
6
,8

8
6
円

補
助

対
象

：
内

示
後

の
契

約
（
業

務
）

補
助

対
象

外
：

内
示

前
の

契
約

（
業

務
）
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22．費目別内訳書 

費
 
目

 
別

 
内

 
訳

 
書

（
介

護
専

用
型

有
料

老
人

ホ
ー

ム
：

事
業

者
整

備
型

）
記

　
載

　
例

整
備

・
運

営
事

業
者

：
　

㈱
△

△

区
分

備
考

Ａ
  

  
  

 円
Ｂ

  
  

  
 円

（
（
Ａ

＋
B

）
×

1
0
％

）
C

 円
（
Ａ

＋
B

＋
C

）
D

 円

直
接

工
事

費
・
共

通
仮

設
費

5
1
5
,0

0
0
,0

0
0

2
5
,5

5
3
,4

3
5

5
4
,0

5
5
,3

4
4

5
9
4
,6

0
8
,7

7
9

0
0

0

0
0

0

5
1
5
,0

0
0
,0

0
0

2
5
,5

5
3
,4

3
5

5
4
,0

5
5
,3

4
4

5
9
4
,6

0
8
,7

7
9

1
緑

化
・
外

構
工

事
9
,0

0
0
,0

0
0

4
4
6
,5

6
5

9
4
4
,6

5
6

1
0
,3

9
1
,2

2
1

2
解

体
撤

去
工

事
費

0
0

0
0

3
0

0
0

0

9
,0

0
0
,0

0
0

4
4
6
,5

6
5

9
4
4
,6

5
6

1
0
,3

9
1
,2

2
1

総
　

　
 合

 　
　

計
5
2
4
,0

0
0
,0

0
0

2
6
,0

0
0
,0

0
0

5
5
,0

0
0
,0

0
0

6
0
5
,0

0
0
,0

0
0

諸
経

費
率

（
B
/
A
）

4
.
9
6
%

消
費

税
合

計

対 象 工 事 費
計

対 象 外 工 事 費

仮
設

建
物

工
事

費

計

金
額

諸
経

費

色
の

付
い

た
セ

ル
に

2
8.

工
事

見
積

書
の

内
訳

書
か

ら
、

諸
経

費
及

び
消

費
税

が
含

ま
れ

て
い

な
い

金
額

を
転

記
す

る
。

5
1
5
,0

0
0,

00
0×

(2
6
,0

00
,0

00
÷

5
24

,0
00

,0
00

）
＝

2
5
,5

5
3,

4
35

(四
捨

五
入

)
※

四
捨

五
入

し
た

結
果

、
総

合
計

と
1
円

ズ
レ

が
生

じ
た

場
合

は
、

対
象

外
工

事
費

に
±

１
円

し
て

調
整

す
る

。

D
で

算
出

さ
れ

た
金

額
を

、
「2

1 
面

積
・
事

業
費

按
分

表
」
（前

頁
）
の

1
0
0
％

事
業

費
の

計
欄

(右
端

1
列

)に
転

記
す

る
。

2
8
.工

事
見

積
書

の
内

訳
書

か
ら

転
記

。
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23．預金残高証明書及び一覧表 

(1)一覧表は、本計画に使用する口座のみ記載すること。 

なお、最新の日付現在の残高合計は「17. 建設事業費・資金調達内訳一覧表」の自己

資金を上回る額となること。 

(2)残高証明書は、(1)に記載した口座について原本を提出すること。 

なお、協議書提出期限の前月末日付のものと同日付の過去 3 か年分（平成 28、29、

30、令和元年の各年 8月 31 日付け）を提出すること。 

  

 

残
高

証
明

書
一

覧
表

令
和

○
○

年
○

月
○

○
日

令
和

○
○

年
○

月
○

○
日

令
和

○
○

年
○

月
○

○
日

令
和

○
○

年
○

月
○

○
日

普
通

11
11

11
1

7
1
,0

0
0,

0
0
0

1
1
1,

2
5
6,

7
2
3

1
1
1,

0
5
8,

9
8
7

1
1
1,

9
0
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6
5
4

1
1
1,

7
8
2,

7
7
7

定
期

21
11

11
1

5
5
,0

0
0,

0
0
0

5
5
,0

0
0,

0
0
0

5
5
,0

0
0,

0
0
0

5
5
,0

0
0,

0
0
0

5
5
,0

0
0,

0
0
0

普
通

31
22

22
2

2
,0

6
0,

0
0
0

2
,5

8
9,

8
7
6

3
8
,8

7
8

3
5
,2

7
8

3
4
,7

8
6

定
期

33
33

33
3

5
,4

0
0,

0
0
0

5
,5

0
0,

0
0
0

5
,5

0
0,

0
0
0

0
0

1
3
3,

4
6
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0
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1
7
4,

3
4
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5
9
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1
7
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5
9
7,

8
6
5

1
6
6,

9
4
2,

9
3
2

1
6
6,

8
1
7,

5
6
3

※
通

帳
は

審
査

会
前

の
ヒ

ア
リ

ン
グ

時
に

原
本

確
認

を
行

う
。

（
確

実
な

資
金

が
確

認
で

き
な

い
場

合
は

、
追

加
で

提
出

を
求

め
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こ
と

も
あ
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。

）

資
金

確
認

時
の

ポ
イ

ン
ト

・
資

金
は

通
常

の
事

業
運

営
に

よ
り

積
み

立
て

ら
れ

た
も

の
か

。
（
借

入
金

や
一

時
的

な
資

金
移

動
な

ど
で

な
い

か
）。

･日
常

の
決

済
に

使
用

し
て

い
る

口
座

の
場

合
、

本
計

画
に

充
当

す
る

金
額

は
既

存
の

事
業

運
営

に
必

要
な

金
額

を
控

除
し

た
も

の
か

。

・
担

保
に

入
っ

て
い

る
定

期
預

金
等

は
自

己
資

金
と

し
て

は
認

め
ら

れ
な

い
。

○
○

銀
行

合
　

　
　

　
　

計

○
○

支
店

×
×

支
店

株
式

会
社

△
△

　
（
　

オ
ー

ナ
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・
　

運
営

事
業

者
　

）

預
金

残
高

　
（
円

）
本

計
画

へ
の

充
当

額
銀

行
名

支
店

名
口

座
種

別
口

座
番

号

様
式

例

協
議

書
締

切
期

限
の

前
月

末
日

付
の

も
の

と
、

同
日

付
の

過
去

3
か

年
分

の
残

高
証

明
書

を
提

出

協
議

書
提

出
期

限
前

月
末

日
時

点
で

「
1
7

建
設

事
業

費
・
資

金
調

達
一

覧
表

」
の

自
己

資
金

額
を

上
回

る
だ

け
の

残
高

証
明

書
の

添
付

が
必

要
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24．通帳の写し 

(1) 23 で添付した口座全ての通帳について提出すること。 

(2) 残高証明書で証明された預金金額の有無を通帳でも確認するため、表紙及び残高証

明書に記載してある預金金額が記帳された頁の写しを提出すること。 

 

25. 融資（見込）証明書 

(1) 融資証明書には必ず、「融資金額（協議に基づく額）」「償還期間」を明記させること。 

(2) 借入利率は、明記されることが望ましいが、記載できない場合、都が定める借入利

率（５年目まで２.５％、６年目以降３.５％）で償還計画を作成すること。 

 

26．寄附者に関する書類 

  贈与契約書（写し）、印鑑証明書、所得証明書、預金残高証明書等 

 

27. 工事事務費見積書 

(1) 工事事務費は、基本設計・実施設計・監理業務の内訳のある見積書とすること。 

(2) 工事事務費の補助対象は内示以降の契約（業務）であり、内示前に行う基本設計等

の業務については補助対象とならないので、別契約とすること。 

 (3) 基本設計の契約を既に締結している場合、契約書（写）を提出すること。 
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28．工事見積書 

 

〔見積書作成の注意〕 

  工事見積書は、次の項目区分まで記入すること。 
 (1) 直接工事費〔ア～ケの計〕 
  ア 共通仮設費 
  イ 建築工事費 

①直接仮設工事②土工事③杭うち業④鉄筋コンクリート⑤鉄骨⑥煉瓦ブロック⑦防水⑧屋
根⑨石⑩左官⑪タイル⑫木⑬金属⑭木製建具⑮金属建具⑯ガラス⑰内装⑱雑工事 

  ウ 電気設備工事費 
①受変電②自家発電③蓄電池④幹線⑤電力⑥電灯コンセント⑦照明器具⑧電話⑨拡声⑩テ
レビ共聴⑪ＩＴＶ⑫防犯⑬ナースコール⑭カードシステム⑮火災報知⑯防排煙 

  エ 空調換気設備工事費 
   ①冷熱源機器②空調機器③配管④空調ダクト⑤換気⑥自動制御 
  オ 給排水衛生設備工事費 
   ①給水②給湯③排水通気④衛生器具 
  カ スプリンクラー設備工事費 
  キ 昇降機設備工事費 

ク 浄化槽設備工事費 
ケ 介護用リフト等 

   ①介護用リフト②特殊浴槽 
 
(2)その他対象外工事費[コ～ソの計] 

補助対象外の工事。資金計画上、大きな問題となりやすいので、明細を作成すること。 
コ 緑化・植栽・造園  サ 外構工事  シ 土地造成  ス 擁壁工事 
セ 解体撤去工事    ソ 仮設工事 

 
※補助対象工事と補助対象外工事を一本工事として発注する場合は、それぞれの合計が分かるよう

にし、諸経費率は同一にすること。 

〔見積依頼者〕

㈱△△ 様

　ご依頼のありました標記の件について、以下のとおりお見積もりいたします。
　なお、この見積りは現時点でのものであり、今後の物価上昇など社会情勢により変動することがあります。

お　　見　　積　　額　：　金 605,000,000

見積内訳
工事請負費（総括表）の内訳 金額（円）

１　工事費〔（１）～（２）の計〕 524,000,000
　（１）直接工事費〔ア～ケの計〕 515,000,000
　　ア　共通仮設費 20,000,000
　　イ　建築工事費 400,000,000
　　ウ　電気設備工事費 22,000,000
　　エ　空調換気設備工事費 21,000,000
　　オ　給排水衛生設備工事費 20,000,000
　　カ　スプリンクラー設備工事費 12,000,000
　　キ　昇降機設備工事費 10,000,000
　　ク　浄化槽設備工事 0
　　ケ　介護用リフト等費 10,000,000
　（２）その他対象外工事費〔コ～ソの計〕 9,000,000
　　コ　緑化・植栽・造園 0
　　サ　外構工事 9,000,000
　　シ　土地造成 0
　　ス　擁壁工事 0
　　セ　解体撤去工事 0
　　ソ　仮設工事 0

２　諸経費 26,000,000
３　消費税〔（１＋２）×10％〕 55,000,000
４　総合計〔１＋２＋３〕 605,000,000

令和○○年○月○○日

〔見積者〕
東京都杉並区荻窪○－△－□
　○○設計　株式会社　
　　　代表取締役　△△　△△　　印　

介護専用型有料老人ホーム整備　工事見積書

円（消費税込み）

各工事費の諸経費は「費目別内訳書」
で算出するため、「２ 諸経費」は工事
全体の諸経費を記載すること。

本総括表では、大項目までしか示してい
ないが、大項目（例：「イ 建築工事費」）
に含まれる中項目（①直接仮設工事、②
土工事、③杭うち業、…）まで見積書を
作成すること。

作成例
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29．初度備品見積書 

(1)「28.工事見積書」に含めることができる設備は、施設整備と一体的に整備され、か

つ固定されるもの及び整備に当たり施設設計等に影響を及ぼす初度設備（例：大型冷

蔵庫等厨房機器、洗濯乾燥設備、非常通報装置等）である。 

(2)(1)以外の備品は、工事契約とは別契約とし、その見積書を提出すること。 

(3)整備する事業ごとに作成すること。 

 

30．工事工程表 

(1)設計から建物の竣工まで、月単位で出来高を確認できる工程表を作成する。 

(2)工程表には、出来高曲線を明示すること。  

(3)２か年以上の事業になる場合は、各年度末の工事出来高（パーセント）が分かるよう

にすること（初年度については、余裕を持った出来高とすること。）。 

 

 
  

工
事

工
程

表
（介

護
専

用
型

有
料

老
人

ホ
ー

ム
）　

工
事

項
目
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来
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　共

通
仮

設
共

通
仮

設
10

0%

イ
　建

築
工

事
土

工
事

鉄
筋
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ン
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ー
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装
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杭
うち

型
枠

内
装

ウ
　電

気
設

備
工

事
電

気
設

備
80

%

エ
　空

調
換

気
設

備
工

事
空

調
換

気
設

備
70

%

オ
　給

排
水

衛
生

設
備

工
事

給
排

水
衛

生
設

備
60

%

カ
　ス

プ
リ

ン
ク

ラ
ー

設
備

工
事

ス
プ

リ
ン

ク
ラ

ー
50

%

ク
　昇

降
機

設
備

工
事

昇
降

機
30

%

ケ
　浄

化
槽

設
備

工
事

20
%

コ
　介

護
用

リ
フ

ト等
リ

フ
ト・

浴
槽

10
%

キ
　外

構
工

事
外

構
40

%

月
単

位
工

事
出

来
高

（右
軸

％
）

0%
0%

0%
0%

0%
0%

0%
0%

0%
0%

0%
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7%
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%
24

%
32

%
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%
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%
65

%
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%
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%
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0%
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0%
10

0%
10

0%
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0%

4月
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月
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月
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月

1月
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5月
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7月
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9月
10

月
11

月
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月
1月

2月
3月

4月
5月

6月
暦

年
ス

ケ
ジ

ュ
ー

ル

令
和

○
○

年
度

（工
事

出
来

高
2％

）
令

和
○

○
年

度
令

和
○

○
年

度
（工

事
出

来
高

98
％

）

令
和

○
○

年
令

和
○

○
年

令
和

○
○

年

2か
年

以
上

の
事

業
に

な
る

場
合

に
は

、各
年

度
末

の
工

事
出

来
高

（％
）が

分
か

る
よ

うに
す

る
こ

と
。

月
単

位
で

出
来

高
を

確
認

で
き

る
こ

と
。

作
成

例

出
来

高
曲

線
を

記
入

す
る

こ
と

。

2.
2%

10
0% 各

種
検

査
手

直
し

引 渡 し

開 設

出
来
高
の
考
え
方
は
別
紙
算
定
例
を
参
照
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　別　　　紙　　　（内示説明会時配布資料抜粋）

(1)総括表（大項目）

仕様 単位 数量 単価 金額 数量 単価 金額 出来高率

Ａ 共通仮設費 内訳P　　～P　　 20,000,000 3,642,000 18.21%

Ｂ 建築工事費 　　　P　　～P　　 400,000,000 90,000,000 22.50%

Ｃ 電気設備 　　　P　　～P　　 22,000,000 300,000 1.36%

Ｄ 空調換気設備 　　　P　　～P　　 21,000,000 500,000 2.38%

Ｅ 給排水衛生設備 　　　P　　～P　　 20,000,000 0.00%

Ｆ スプリンクラー設備 　　　P　　～P　　 12,000,000 0.00% 18.21%

Ｇ 昇降機設備 　　　P　　～P　　 10,000,000 0.00%

Ｈ 介護用リフト等費 　　　P　　～P　　 10,000,000 0 0.00%

Ｉ 外構工事（対象外） 　　　P　　～P　　 9,000,000 1,000,000 11.11%

Ｊ 解体撤去工事（対象外） 　　　P　　～P　　 0 0 0.00%

小計 524,000,000 95,442,000 18.21%

諸経費計 26,000,000 4,734,600 18.21%

計 550,000,000 100,176,600 18.21%

消費税（１０％） 55,000,000 10,017,660

合計 605,000,000 110,194,260 18.21%

(2)工事費別の内訳（中項目）

仕様 単位 数量 単価 金額 数量 単価 金額 出来高率

B 建築工事費

1 仮設費 　　　P　　～P　　 20,000,000 500,000 2.50%

2 土工事 　　　P　　～P　　 50,000,000 50,000,000 100.00%

3 杭打工事費 　　　P　　～P　　 12,000,000 12,000,000 100.00%

4 コンクリート工事費 　　　P　　～P　　 30,000,000 10,000,000 33.33%

5 型枠工事費 　　　P　　～P　　 80,000,000 15,000,000 18.75%

6 鉄筋工事費 　　　P　　～P　　 45,000,000 16,000,000 35.56%

　
～

21 雑工事費 　　　P　　～P　　 50,000,000 1,000,000 2.00%

建築工費費計 400,000,000 90,000,000 22.50%

名　　　　　称

出来高算定例

契   約   内   訳 出来高内訳

名　　　　　称

契   約   内   訳 出来高内訳

共通仮設費及び諸経費の

出来高率は、直接工事費と
同じにする。

出来高算定の注意事項
①出来高算定の内訳は、個々の直接工事費の出来高（金額）の積み上げにより作成する。

②共通仮設費及び諸経費の出来高率は、直接工事の出来高率と同じにする。
③現場での取り付け作業が完了したものを出来高に算入すること。
（メーカーに発注しただけ、現場に搬入しただけでは出来高に算定できない。）
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D 建物図面・設置基準等 

31. 案内図･住宅地図 

 (1)最寄駅からの経路がわかる住宅地図等 

(2)最寄駅から計画地までの経路を太線でマーキングすること。 

 (3)最寄駅からの交通手段（バス、タクシー、徒歩等）と所要時間を記載すること。 

    例  ○○線 △△駅より □□行きバス「××前」下車 徒歩●●分 又は 

       □□線 ★★駅より タクシー☆☆分 

 (4)住宅地図は、計画地を中心として周辺状況が分かるものにすること。 

 

32. 建物配置図（Ａ３サイズ・Ｚ折） 

(1) 平面図とは別に作成すること。 

(2) 敷地境界線、接道状況、駐車場等の建物以外の施設についても明記すること。 

 

33. 各階平面図（縮尺１／２００以上・Ａ３サイズ・Ｚ折） 

 (1)図面上には主要な部屋等の面積（居室は、有効面積についてもカッコ書きで記入）や

廊下・バルコニーの有効幅を記入し、面積についてはどこまでをその用途でみている

か、分かるようにすること。 

 (2)図面上に手すりを設置する位置を図示すること（別紙可）。 

 (3)玄関・居室・トイレの詳細図を別途作成し、車イス動線の確保状況を図示すること。 

 (4)家具の配置イメージや建具設備類（洗面、ミニキッチン、カウンター、収納等）も表

示すること。 

 (5)窓先空地の位置を図示すること。 

 (6)事業毎に色分けし、専用・共用等が分かるように表示すること（有料老人ホーム・そ

の他併設事業・共用部分）。図面上の色分けによる面積と室別面積表の面積が対応す

ること。 

  ※審査会前には、Ａ４・白黒版についても提出すること。 

 

34. 立面図（縮尺１／２００以上・Ａ３サイズ・Ｚ折） 

 

35. 補助審査基準表 

「介護専用型有料老人ホーム施設整備費補助審査基準」を使用すること。 

「現状」欄に必要事項を記入し、「適・否」欄はいずれかに○印をつけること。 
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36. 室別面積表 

  
施設名：（仮称）○○ホーム ＜全体＞

室数 面積 室数 面積 室数 面積 室数 面積

事務室

栄養士室

休憩室

浴室等

便所

食品倉庫

給食用物品倉庫

室　　名

（小計２）

洗面所

便所

洗濯室

個室

（小計１）

一般浴室

脱衣室

合計２階

利
用
者
共
用

食堂

調理室

配膳室

１階

居
室

娯楽室

機械浴室

介助浴室・個浴

医務室

そ
の
他

調
理
専
門

介護職員室

施設長室

会議室

ゴミ置場

介護材料室

事務室

洗面所

静養室

看護師室

職員更衣室

職員食堂

室別面積表（階層別）

医
療
・

リ
ハ
ビ
リ

管
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
理

作業室

集会室

（小計３）

機能訓練室

面接室（相談室）

（小計４）

機械室

合　　　計

（再掲）専用面積計

（再掲）共用面積計

宿直室

ヘルパーステーション

ボランティア室

リネン庫

物品倉庫

汚物処理室

職員便所

厚生室

（小計５）

廊下・ホール

階段・エレベーター

（注１）
　室名は必要に応じて適宜変更・追加して作成すること

（注２）
　面積は芯々で記入すること

（注３）
　室別面積表に記載する面積は、ピロティー、庇の下等の面
積を含めないこと
（結果として、建築確認上の延床面積とは異なることもある）

（１）「（再掲）専用面積計」と「（再掲）共用面積計」の合計が、
「合計」欄と一致すること

（２）「（再掲）専用面積計」欄は、「37 共用面積算出表」の「専
用」欄と一致すること

（３）「（再掲）共用面積計」欄は、「37 共用面積算出表」の「共
用」欄と一致すること

（４）「合計」欄は、「21 面積・事業費按分表」の「面積」欄と一致
すること

（５）３欄（「合計」「（再掲）専用面積計」「（再掲）共用面積計」）
が、室別面積表（階層別）の計と全て一致すること。

事業毎に作成すること
（例）有料老人ホームにデイサービスを併設する場合
　　以下の３枚作成する必要がある
　①有料老人ホーム
　②デイサービス
　③全体
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施設名：（仮称）○○ホーム

室数 面積 室数 面積 室数 面積 室数 面積 室数 面積

事務室

栄養士室

休憩室

浴室等

便所

食品倉庫

給食用物品倉庫

1,760.00 160.00 160.00 1,920.00

440.00 40.00 40.00 480.00

（再掲）専用面積計

（再掲）共用面積計

（小計４）

機械室

（小計５）

廊下・ホール

階段・エレベーター

ボランティア室

リネン庫

物品倉庫

合　　　計

厚生室

職員便所

職員更衣室

職員食堂

ヘルパーステーション

洗面所

医務室

宿直室

介護職員室

施設長室

会議室

面接室（相談室）

事務室

室別面積表（事業別）

医
療
・

リ
ハ
ビ
リ

管
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
理

作業室

集会室

（小計３）

機能訓練室

静養室

看護師室

ゴミ置場

総計（建物全体）

そ
の
他

個室

（小計１）

調
理
専
門

一般浴室

脱衣室

機械浴室

介護材料室

汚物処理室

利
用
者
共
用

食堂

調理室

配膳室

デイサービス室　　名
有料老人ホーム 補助対象外計

居
室

娯楽室

（小計２）

洗面所

便所

洗濯室

介助浴室・個浴

この３欄（「合計」「専用面積計」「共用
面積計」）が、室別面積表（階層別）の
合計と一致すること

各面積が共用面積算出表と整合すること
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37. 共用面積算出表 

併設事業がある場合に作成する。 

 

 

共 用 面 積 算 出 表

① 1,760.00㎡ ② 160.00㎡ ③ 1,920.00㎡

440.00㎡ 40.00㎡ 480.00㎡

厨　房 Ⓐ 183.00㎡ 17.00㎡ ㋐ 200.00㎡

事務室 Ⓑ 92.00㎡ 8.00㎡ ㋑ 100.00㎡

１Fホール
廊下

Ⓒ 165.00㎡ 15.00㎡ ㋒ 180.00㎡

2,200.00㎡ 200.00㎡ 2,400.00㎡

合　　計

デイサービス有料老人ホーム

合計

区　　分

補助対象 補　助　対　象　外

内
　
　
訳

共　　用

専　　用

【手順②】共用面積を下記のとおり算出する。
厨房 ： 有老部分Ⓐの算出方法 ＝ （厨房 共用計㋐） × ① ／ ③
事務室 ： 有老部分Ⓑの算出方法＝ （事務室共用計㋑） × ① ／ ③
１Fホール廊下 ： 有老部分Ⓒの算出方法 ＝ （1Fホール・廊下共用計㋒） × ① ／ ③

※有料老人ホーム以外の部分も同様の方法で算出する。

【手順①】各事業別の専用面積を記入する。
（「36 室別面積表（事業別）」の「（再掲）専用面積

計」欄と一致する）

記入

ほかの事業と共有するスペースについてはす
べて記載すること。
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38. 設備概要 

 

　設備概要

設備の種類 設備基準上適合すべき項目についての状況

スプリンクラー設備

防火区画の設置

非常警報設備

避難口

避難路の確保

機械浴槽

一時介護室

便所

機能訓練室

バリアフリー構造

緊急通報装置

（ナースコール等）

その他
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39. 有効居室面積表 

  居室・食堂・機能訓練室・トイレ・脱衣室・浴室などについても作成すること。 

 

区分 Ｘ（ｃｍ） Ｙ（cm） 面積（㎡）

Ａ 215.0 × 210.0 4.515
Ｂ 420.0 × 210.0 8.820
Ｃ 390.0 × 63.0 2.457
Ｄ 200.0 × 205.0 4.100

合計 19.892 ＞13.0
＊面積は内法面積であること。
   居室面積（基準）１３．０㎡（収納、洗面所、トイレ含む。）

洗面

作成例

有効居室面積表（介護専用型有料老人ホーム）

居室タイプが異
なる場合、全て
の居室タイプに
ついて作成する
こと。

 トイレ

Ｘ1 Ｘ

Ｙ１

Ｙ２

Ａ

Ｂ

Ｃ

Ｄ

210

420

210

215

39063

205

200

窓

入口

　他に、共用トイレや脱衣室・浴室についても詳細図を作成し、
　車椅子やストレッチャー（機械浴）の動線等を表示すること。
　浴室については浴槽の種類が分かるように表示すること。
　（あればカタログを添付する。）

食堂、機能訓練室についても作成する
（1人当たり２㎡以上必要）
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E 土地・建物関係                          

40. 付近の現況写真 

  15 葉程度撮影し、Ａ４版の台紙等に 3～4葉ずつ添付すること。 

 

41．容積率・建ぺい率がわかる書類 

 

42．用地の公図及び求積表（測量図等） 

(1) 計画地をマーキングすること。 

(2) 最新の状況のものを提出すること。 

 

43. 土地登記事項証明書（土地登記簿謄本） 

 (1) 原本を提出すること（コピー不可）。 

(2) 建設用地に抵当権又は根抵当権が登記されている場合には、内示前までに抹消する

ことを記載した抹消確約書を必ず添付すること。 

なお、抹消確約書には、金融機関の名において条件・時期等が明記されていること。 

 

[土地購入の場合] 

44．土地売買契約（確約）書及び所有権移転登記確約書 

 

 

[借地の場合] 

45. 土地賃貸借契約（確約）書及び地上権又は賃借権設定登記確約書 

  指針及び審査要領の基準に留意すること。 

 

 

[療養転換改修の場合] 

46. 建物登記事項証明書（原本） 

47. 建物賃貸借契約（確約）書 

48. 既存建物の建築確認通知書（写）、検査済証（写） 
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F 運営関係                              

49. 資金収支計算書・損益計算書（事業者整備型） 

 30 年目まで作成すること。 

 

 

運
営

事
業

者
の

資
金

収
支

（
単

位
：

千
円

、
借

入
利

息
：

年
3
％

）

運
営

事
業

者
の

損
益

（
単

位
：

千
円

、
借

入
利

息
：

年
3
％

）

令
和

○
年

度
令

和
○

年
度

令
和

○
年

度
（

○
か

月
）

令
和

○
年

度
令

和
○

年
度

令
和

○
年

度
令

和
○

年
度

令
和

○
年

度
令

和
○

年
度

令
和

○
年

度
令

和
○

年
度

令
和

○
年

度

令
和

○
年

度
（

○
か

月
）

令
和

○
年

度
令

和
○

年
度

令
和

○
年

度
令

和
○

年
度

令
和

○
年

度
令

和
○

年
度

令
和

○
年

度

借
入

利
息

返
済

0

租
税

減
価

償
却

費
（

建
物

）

人
件

費

給
食

費

光
熱

水
費

0
0

0
0

0
0 0

0

補
助

金
計

上
前

損
益

差
額

(
C
=
A
-
B
)

そ
の

他

小
計

費
用

合
計

(
B
)

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

#
D
I
V
/
0
!

#
D
I
V
/
0
!

#
D
I
V
/
0
!0

0
0

0

0

0
0

0
0

0

0
0

0
0

00
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

1
年

目

00 0

そ
の

他

支
出

合
計

(
B
)

資
金

収
支

差
額

(
A
-
B
)

資
金

収
支

差
額

累
計

前
払

金
償

却
益

利
用

料
収

入

介
護

報
酬

等

収
益

合
計

(
A
)

給
食

費

光
熱

水
費

租
税

0

#
D
I
V
/
0
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D
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!
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0
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0
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V
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備
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）

借
入
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00 0

補
助

金
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上
後

利
益

率

補
助

金
計

上
後

累
積

損
益

0

#
D
I
V
/
0
! 0

#
D
I
V
/
0
!

補
助

金
計

上
前

利
益

率

補
助

金
取

崩
収

益
(
D
)

0
補

助
金

計
上

前
累

積
損

益

補
助

金
計

上
後

損
益
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(
C
+
D
)

#
D
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/
0
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/
0
!

#
D
I
V
/
0
!

#
D
I
V
/
0
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0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0

0
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/
0
!

#
D
I
V
/
0
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0
!
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/
0
!

#
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0
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0
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0
0

0
0
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0

0

9
年

目
1
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目

0

2
年

目
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目
4
年

目

0
0

0

6
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目
7
年

目
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目
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目

0
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0
0

0

0
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0
0

0

0
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0
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0
0
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0
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0
0

0
0
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目
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年
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年
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0

0 0
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0
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元
金

返
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利
用

料
収

入
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入
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(
A
)

前
払

金
返
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計

2
年

目

前
払

金
受

領

3
年

目

0
0

0
0 0

0

2
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年

目
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0
年

目#
R
E
F
!

0

#
R
E
F
!

0

0
0

0
0

資
金

収
支

計
算

書
・
損

益
計

算
書

（
事

業
者

整
備

型
）
　

　
【
有

料
老

人
ホ

ー
ム

】

運
営

事
業

者
株

式
会

社
　

△
△

施
設

名

#
R
E
F
!

#
R
E
F
!

#
D
I
V
/
0
!

0

#
D
I
V
/
0
!

0

#
R
E
F
!

#
R
E
F
!

#
D
I
V
/
0
!

0

#
D
I
V
/
0
!

00

0 0

0

（
仮

称
）
○

○
ホ

ー
ム

整
備

区
分

創
設

借
入

金
融

機
関

株
式

会
社

　
A

銀
行

借
入

年
利

率
3
.0

0
%

併
設
事
業
が
あ
る
場
合
は
、
各
事
業
＋
施
設
全
体
を
そ
れ
ぞ
れ
作
成

（
例
）
有
料
老
人
ホ
ー
ム
に
デ
イ
サ
ー
ビ
ス
を
併
設
す
る
場
合

①
有
料
老
人
ホ
ー
ム

②
デ
イ
サ
ー
ビ
ス

③
全
体

の
３
種
類

1
1
年
目
以
降
も
省
略
し
な
い
で

3
0
年
間
分
作
成
す
る
こ
と
。

開
設
月
か
ら
数
え
て
当
該
年
度
末
ま
で
の
○
か
月
分
の
収
支
を
記
載
、

2
年
目
以
降
も

1
2

か
月
単
位
で
記
載
す
る
こ
と
。

累
積
赤
字
を
運
転
資
金
と
し
て
計
上
す
る
こ
と
。

１
年
目
は
開
設
月
か
ら
当
該
年
度
末
ま
で
の
○
か
月
分
の
収
支
を
記
載
。

2
年
目
以
降
は

1
2
か
月
単
位
で
記
載
す
る
こ
と
。

1
1
年
目
以
降
も
省
略
し
な
い
で

3
0
年
間
分
作
成
す
る
こ
と
。
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50.借入金償還計画書 

 新規借り入れ分について作成すること。 

 

51.入居計画書 

 補助金活用の観点から、開設後概ね 1年以内に満床となるようにすること。 

 

 

50 人）

整備・運営事業者：株式会社　△△

４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 １０月 １１月 １２月 １月 ２月 ３月

開設
1か月

開設
2か月

開設
3か月

開設
4か月

開設
5か月

開設
6か月

開設
7か月

開設
8か月

開設
9か月

開設
10か月

開設
11か月

開設
12か月

4 4 5 5 5 5 6 6 6 6 6 6

5 6 6 7 7 7 7 8 8 9 9 10

5 7 7 7 8 8 9 11 13 14 15 15

4 4 4 4 5 5 5 6 7 10 11 11

2 2 2 3 3 3 4 5 6 7 7 8

20 23 24 26 28 28 31 36 40 46 48 50

11 13 13 14 16 16 18 22 26 31 33 34

40.00% 46.00% 48.00% 52.00% 56.00% 56.00% 62.00% 72.00% 80.00% 92.00% 96.00% 100.00%

2.75 2.74 2.67 2.73 2.79 2.79 2.81 2.89 2.98 3.07 3.08 3.10

55.00% 56.52% 54.17% 53.85% 57.14% 57.14% 58.06% 61.11% 65.00% 67.39% 68.75% 68.00%

要件

１ × × × × × × × × × ○ ○ ○

要件

２ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

※補助金の有効活用の観点から、開設後概ね1年以内に満床となるようにすること。

介護専用型有料老人ホーム（事業者整備型）
入　　居　　計　　画　　書

令和○○年 令和○○年

（毎月末時点の入居者数）

（定員

要介護度
５

要介護度
１

【審査基準２】

入居者の半数以

上が要介護度3

以上

【要件充

足】

要件１・

２

いずれか

を　充足

入居者数（人）

入 居 率

【審査基準１】

平均要介護度3

以上

うち要介護
度3～5
（人）

要介護度
２

要介護度
３

要介護度
４

様式例

毎月末時点の入居者数を記入する
こと。
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52. 職員配置計画書 

(1)開設当初と開設 1年後について作成すること。 

 (2)下記様式によりローテーション表も作成すること。 

 

 

＜参考様式＞

【作成の注意】

○　同一敷地にある別の事業所や、別の敷地にある別の事業所での勤務時間は含まない。

○　同一人物が複数職種を兼務する場合は、職種ごとに常勤換算数を算出する。

○　次項の様式を利用しの勤務表を作成し、提出すること。

当該事業所の就業規則上の勤務時間

　人数　 常勤換算 　人数　 常勤換算

施設長（管理者） 1 0.8 1 0.8 併設するデイサービスと兼務

生活相談員 1 1 1 1

日勤のみ

看護師1名は機能訓練指導員と兼務

介護職員 10 8.5 25 20

機能訓練指導員 1 0.5 1 0.5 看護師と兼務

計画作成担当者 1 1 1 1

栄養士 1 0.5 1 0.5

調理師 委託 委託

事務員 1 1 2 1.5

（参考） 常勤換算とは、職員の週あたりの勤務時間を当該事業所（※）の就業規則上

　　　　　の勤務時間で除して算出。

（計算例）　　職員の週あたりの勤務時間　　２０　　時間　

　　　　　　　　就業規則上の勤務時間　　４０　　時間の場合。

　　　　　（常勤換算）＝　　２０　　÷　　４０　　＝　０．５　人

職員配置計画書

備考

週４０時間

看護師（准看護師） 2 1.5 3

開設時 開設１年後

2.3
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（
参

考
様

式
１

）

従
業

者
の

勤
務

の
体

制
及

び
勤

務
形

態
一

覧
表

（
年

月
分

）
　

サ
ー

ビ
ス

種
類

（
　

特
定

施
設

入
居

者
生

活
介

護
　

　
）

事
業

所
・
施

設
名

（
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
）

1
2

3
4

5
6

7
8

9
1
0

1
1

1
2

1
3

1
4

1
5

1
6

1
7

1
8

1
9

2
0

2
1

2
2

2
3

2
4

2
5

2
6

2
7

2
8

　
備

　
考

＊

（
記

載
例

）

豊
島

次
郎

⑥
休

⑥
⑥

⑥
⑥

休
⑥

休
⑥

⑥
⑥

休
⑥

⑥
休

⑥
⑥

⑥
休

⑥
⑥

休
⑥

⑥
⑥

⑥
休

8
0

2
0

兼
務

（
計

画
作

成
担

当
者

）

豊
島

次
郎

⑦
休

⑦
⑦

⑦
⑦

休
⑦

休
⑦

⑦
⑦

休
⑦

⑦
休

⑦
⑦

⑦
休

⑦
⑦

休
⑦

⑦
⑦

⑦
休

8
0

2
0

兼
務

（
管

理
者

）

東
京

太
郎

④
⑤

休
休

①
③

④
⑤

休
休

①
③

④
⑤

休
②

①
③

④
⑤

休
休

①
③

④
⑤

休
②

1
6
0

4
0

準
看

護
師

新
宿

花
子

①
③

④
⑤

休
休

①
③

④
⑤

休
休

①
③

④
⑤

休
休

①
③

④
⑤

休
休

①
③

④
⑤

1
6
0

4
0

高
齢

二
三

子
休

②
①

③
④

⑤
休

休
①

③
④

⑤
休

休
①

③
④

⑤
休

②
①

③
④

⑤
休

休
①

③
1
6
0

4
0

備
考

1
　

＊
欄

に
は

、
当

該
月

の
曜

日
を

記
入

し
て

く
だ

さ
い

。

2 3 4 5
　

算
出

に
あ

た
っ

て
は

、
小

数
点

以
下

第
２

位
を

切
り

捨
て

て
く
だ

さ
い

。
6

　
当

該
事

業
所

・
施

設
に

係
る

組
織

体
制

図
を

添
付

し
て

く
だ

さ
い

。
7 8

　
備

考
欄

に
、

兼
務

状
況

（
兼

務
職

種
名

等
）
を

記
入

し
て

く
だ

さ
い

。

※
当

該
事

業
所

に
お

け
る

勤
務

時
間

区
分

を
記

入
し

て
く
だ

さ
い

。
（
記

入
例

）

①
6
：
0
0
～

1
5
：
0
0

8
時

間
⑤

0
：
0
0
～

9
：
0
0

8
時

間

②
8
：
3
0
～

1
7
：
3
0

8
時

間
⑥

8
：
3
0
～

1
2
：
3
0

4
時

間

③
1
2
：
0
0
～

2
1
：
0
0

8
時

間
⑦

1
3
：
3
0
～

1
7
：
3
0

4
時

間

④
1
5
：
0
0
～

2
4
：
0
0

8
時

間
⑧

時
間

常
勤

の
従

業
者

が
当

該
月

勤
務

す
べ

き
時

間
数

（
合

計
）
　

　
 1

6
0
 時

間

勤
務

形
態

氏
名

第
１

週
常

勤
換

算
後

の
人

数

第
４

週

4
週

の
合

計

Ａ Ａ Ａ

第
２

週
第

３
週

職
種

　
各

事
業

所
・
施

設
に

お
い

て
使

用
し

て
い

る
勤

務
割

表
等

（
既

に
事

業
を

実
施

し
て

い
る

と
き

は
直

近
月

の
実

績
）
に

よ
り

、
職

種
、

勤
務

形
態

、
氏

名
及

び
当

該
業

務
の

勤
務

時
間

が
確

認
で

き
る

場
合

は
、

そ
の

書
類

を
も

っ
て

添
付

書
類

と
し

て
差

し
支

え
あ

り
ま

せ
ん

。

　
申

請
す

る
事

業
に

係
る

従
業

者
全

員
（
管

理
者

を
含

む
。

）
に

つ
い

て
、

４
週

間
分

の
勤

務
す

べ
き

時
間

数
を

記
入

し
て

く
だ

さ
い

。
下

表
を

使
い

、
勤

務
時

間
ご

と
に

区
分

し
て

番
号

を
付

し
、

そ
の

番
号

を
記

入
し

て
く
だ

さ
い

。
（
記

入
例

参
照

）

　
職

種
ご

と
に

下
記

の
勤

務
形

態
の

区
分

の
順

に
ま

と
め

て
記

載
し

、
「
週

平
均

の
勤

務
時

間
」
に

つ
い

て
は

、
職

種
ご

と
の

Ａ
の

小
計

と
、

Ｂ
～

Ｄ
ま

で
を

加
え

た
数

の
小

計
の

行
を

挿
入

し
て

く
だ

さ
い

。
　

勤
務

形
態

の
区

分
　

Ａ
：
常

勤
で

専
従

　
Ｂ

：
常

勤
で

兼
務

　
Ｃ

：
常

勤
以

外
で

専
従

　
Ｄ

：
常

勤
以

外
で

兼
務

　
常

勤
換

算
が

必
要

な
職

種
は

、
Ａ

～
Ｄ

の
「
週

平
均

の
勤

務
時

間
」
を

す
べ

て
足

し
、

常
勤

の
従

業
者

が
週

に
勤

務
す

べ
き

時
間

数
で

割
っ

て
、

「
常

勤
換

算
後

の
人

数
」
を

算
出

し
て

く
だ

さ
い

。

週
平

均
の

勤
務

時
間

管
理

者
Ｂ

計
画

作
成

担
当

者
Ｂ

看
護

職
員

介
護

職
員

介
護

職
員

時
間

数
勤

務
時

間
区

分
勤

務
時

間
区

分
時

間
数
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53.人件費の算出根拠 

 

 

 
（単位：千円）

常　勤(名)A

非常勤(名)A

　計（名） A B C D E=(B+C)*12+D F=E×A

0 0 0

0 0

0 0 0

0 0 0

0 0

0 0 0

0 0 0

0 0

0 0 0

0 0 0

0 0

0 0 0

0 0 0

0 0

0 0 0

0 0 0

0 0

0 0 0

0 0 0

0 0

0 0 0

0 0 0

0 0

0 0 0

0 0 0

0 0

0 0 0

0 0 0

0 0

0 0 0

0 0 0

0 0

0 0 0

0 0

年間給与総額 法定福利費

F G（単位：千円）

常勤職員 0

非常勤職員 0

合計 0 0 0

人件費総額

H=F+G

0

0

一人あたり
年間給与

職種別
年間給与額 備考

管理者
（施設長）

職　種

一人あたり
月額基本給

一人あたり
月額諸手当

一人あたり
年間賞与

常勤
換算
（名）

医師

事務員

生活
相談員

介護職員

看護職員

その他給与に関する特記事項等
（必要に応じて記載）

人件費の算出根拠

合計

栄養士

機能訓練
指導員

調理員等

【作成の手順】

作成に当たっては、満床に近い状態での運営を想定する。

　①常勤の人数（A）を記入する。

　②非常勤の人数（A）を記入する。

　③一人あたりの、基本給（B）・諸手当（C）・賞与（D）を記入する。

　　　※金額は、千円単位

　④各職種毎「①～③」を記入する。

　⑤調理業務を「委託」する場合は、次のとおりとする。

　　○「調理員等」の「Ｂ」、「Ｃ」、「Ｄ」欄に「０」円と記入する。

　　○「調理員等」の「備考」欄に「委託」と記入する。

　⑥足りない職種は、追記する。

　⑦法人の法定福利費を記入する。

【最終確認】
調理業務を「委託」す
る場合、調理員の人件
費が「０円」で算定さ
れていること。
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54. 前払金算定根拠 

55. 月間利用料算定根拠（管理費、家賃相当額、光熱水費、食費） 

56. 介護費用算定根拠 

57. その他費用の算定根拠 

  補助事業のため、補助金なしの場合に比べ、低廉な料金設定であることが分かる根拠

資料を作成すること。 
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G 近隣住民関係                           

58.同意状況一覧表 

状況が変化した場合、速やかに修正版を提出すること。 

 

番号 氏　名 住　　所 同意状況 説明会等 意見・要望等

○

月　日

○

月　日

○

月　日

○○　○○ ○

○○アパートオーナー 月　日

○

(個別）月　日

○○　○○ ○

○○マンションオーナー 月　日

○

月　日

○
説明会への参加ができなかったた
め、個別訪問、説明のうえで賛同

を得た。

○○　○○

○○　○○

工事に伴う騒音などでマンション

の入居者が退所してしまうのが不
安。

住民説明会前に自治会長に個別説
明し、賛同を得た。

⑧ ○○自治会 ○

⑦

④ ○○　○○

⑥

⑤ ○

(参　考）

同　意　状　況　一　覧　表

令和○○年○月○○日現在

③

○②

○

○○　○○

① ○○　○○

説明会で賛成の意思表示を確認し
た。

整備計画については賛成だが、目

隠しについて要望あり。

○

説明会で賛成の意思表示を確認し
た。

整備計画については賛成だが、工
事についての要望あり。

現住所に不在のため未接触。

※建設用地に係る自治会若しくは町会並びに施設に隣接する近隣住民(土地の所有者、

マンション等の場合は総会で承認された管理組合）について作成すること。
※番号を「31 案内図・住宅地図」に記入すること。
※同意状況を記入すること。(説明会などで賛同が得られているか。反対意見はないか。）

※近隣住民からの意見、要望等を具体的に記入すること。
※説明会への出席、個別説明の有無を記入すること。日付は直近のものを記入すること。

※状況に変化があった場合、速やかに修正版を提出すること。
※氏名、住所、同意状況、説明会出欠等、意見・要望等について、東京都に提出することを

住民にあらかじめ説明すること。

※同意状況は、同意を得たもののみ「○」。それ以外は空欄にすること。
※説明会等は、説明会への参加や戸別訪問で接触があった場合のみ「○」。それ以外は

空欄にすること。



1 鑑文（都知事あて） 押印は実印によること 49

2 提出書類一覧（本紙） 提出前にチェック欄にて確認すること -

3 計画概要 周辺医療機関に歯科も含める・土地抵当権に注意 50

4 事業参入理由書 様式自由 －

5 整備計画及び住民同意に関する意見書　 ※区市町村長名のもの ヒアリングまでに提出 53

6 事業概要 法人の事業概要（パンフレット等） 54

7 定款 原本証明をすること 54

8 法人登記事項証明書（登記簿謄本） 原本、３か月以内のもの 54

9 役員（理事）名簿及び履歴書 法人登記事項証明書掲載者は必須 55

10 決算書（過去３期分） 直近３か年度分の決算書 57

11 累積借入金償還計画表 累積借入金に関するもの 57

12 履歴書 写真添付のこと 58

13 法定相続人の同意書 相続時の事業継続について 60

14 印鑑登録証明書 原本、オーナー及び法定相続人全員 61

15 累積借入金償還計画表 累積借入金に関するもの 61

16 確定申告書（写）　（過去３か年） 直近３か年分のもの 61

17 固定資産の課税証明書 直近の課税によるものの原本 61

18 建設事業費・資金調達内訳等一覧表 併設事業がある場合は事業別も作成 62

19 資金繰り表 計画時から開設まで 65

20 補助金算出表 工事請負費の補助対象経費（2.6%）に注意、21から転記 66

21 面積・事業費按分表 22から転記 67

22 費目別内訳書 28から転記 68

23
預金残高証明書（協議書提出期限の前月末日付のものと同日付の過去
3か年分）及び一覧表

原本
18の自己資金を上回る額を添付

69

24 通帳の写し（表紙と預金残高証明書の日付を含むページのみ） ２３で添付した口座全て 70

25 融資（見込）証明書（写） 18の資金調達で融資を受ける場合 70

26
寄附者に関する書類（贈与契約書（写）、印鑑証明書、所得証
明書、預金残高証明書など）

18の資金調達で寄附を受ける場合 －

27 工事事務費（設計・監理等）見積書 基本設計・実施設計・工事監理 70

28 工事見積書 設計会社による積算 71

29 初度備品見積書 事業ごとに作成 72

30 工事工程表 月・年度ごとに出来高を明示 72

③　介護専用型有料老人ホーム整備事業協議書
提出書類一覧（オーナー型）

①と
重複提　　出　　書　　類

Ａ　計画の概要

備　考

Ｄ　建設資金計画

Ｂ　オーナーに関する事項（法人の場合）

ﾁｪｯｸ
欄

番号
様式
ﾍﾟｰｼﾞ

Ｃ　オーナーに関する事項（個人の場合）

46



①と
重複提　　出　　書　　類 備　考

ﾁｪｯｸ
欄

番号
様式
ﾍﾟｰｼﾞ

31 案内図・住宅地図
住宅地図に最寄駅やバス便等の交通
手段を記載

74

32 建物配置図 Ａ３サイズ・Ｚ折 74

33 各階平面図（縮尺１／２００以上）
Ａ３サイズ・Ｚ折
事業ごとに色分けすること

74 ○

34 立面図（縮尺１／２００以上） Ａ３サイズ・Ｚ折 74

35 補助審査基準表 「補助審査基準」に記入すること 74

36 室別面積表（階層別・事業別）
有料老人ホームとそれ以外で分ける
こと

75

37 共用面積算出表 併設事業がある場合 77

38 設備概要 各状況についてもれなく記載すること 78 ○

39 有効居室面積表（居室・食堂・機能訓練室・トイレ・脱衣室浴室） 居室・食堂・機能訓練室・トイレ・脱衣室浴室 79

40 付近の現況写真 15葉程度・A４タテ用紙を使用 80

41 容積率・建ぺい率が分かる資料 整備予定地をマーキング 80

42 用地の公図及び求積表 整備予定地をマーキング 80

43 土地登記事項証明書（登記簿謄本） 原本 80

44 建物賃貸借契約（確約）書
未契約の場合は契約書（案）も添付
指針及び審査要領の基準に留意

80

45 建物登記事項証明書（登記簿謄本） 原本、改修の場合 80

46 既存建物の建築確認通知書（写）、検査済証（写） 改修の場合 80

47 オーナーから運営事業者に対する建物賃料の算定資料 -

48
補助金を受けることにより、受けない場合に比べて安い賃料と
なることを証する資料

-

49 資金収支計算書・損益計算書（オーナー用） 償還年数分作成すること 81

50 同意状況一覧表
説明範囲を示した住宅地図添付
住民説明は、運営事業者も協力すること 82

＜運営事業者に関する事項＞

51 設立（経営）趣意書 必須項目はもれなく記載すること 83

52 市場調査書 周辺地域の状況も調査すること 84 ○

53 事業概要 法人の事業概要（パンフレット等） 85

54 既存施設一覧表
原則として全施設記載すること
（件数が多い場合は記載例参照）

85

55 定款 原本証明をすること 86

56 法人登記事項証明書（登記簿謄本） 原本、３か月以内のもの 86 ○

57
特定施設入居者生活介護の指定通知書（写）
（既存施設１施設分のみで可）

社会福祉法人・医療法人以外の場合 86

Ｅ　建物図面・設置基準等

Ｊ　運営事業者に関する事項

補助事業のため、補助金なしの場合
に比べ、低廉な料金設定であること
が分かる根拠資料を作成すること。

Ｈ　近隣住民関係

Ｉ　計画の概要

Ｆ　土地・建物関係

Ｇ　運営関係
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①と
重複提　　出　　書　　類 備　考

ﾁｪｯｸ
欄

番号
様式
ﾍﾟｰｼﾞ

58 役員（理事）名簿及び履歴書 登記事項証明書掲載者対象は必須 87

59 管理者の履歴書及び資格証明書 現在の職務まで記載 89

60 指導検査等結果通知書及び改善報告書 既存施設における直近のもの 91

61 決算書（過去３期分） 直近３か年度分の決算書 91 △

62 累積借入金償還計画表 累積借入金に関するもの 91

63 初期総投資額の積算根拠と資金調達内訳
開設前から、赤字が改善されるまで
に必要な経費・指針10(2)参照

92

64
預金残高証明書（協議書提出期限の前月末日付のものと同日付の過去
3ヶ年分）及び一覧表

原本
63の自己資金を上回る額を添付

93

65 通帳の写し（表紙と預金残高証明書の日付を含むページのみ） ２３で添付した口座全て 94

66 融資（見込）証明書（写） 63の資金調達で融資を受ける場合 94

67
寄附者に関する書類（贈与契約書（写）、印鑑証明書、所得証
明書、預金残高証明書など）

63の資金調達で寄附を受ける場合 94

68 初度備品見積書 事業ごとに作成 94

69 資金収支計算書・損益計算書（30年間） 指針10(3)参照 95

70 借入金償還計画書 新規借入分 96

71 入居計画書 補助条件を留意のこと 96

72 職員配置計画書 開設当初と開設１年後・ローテーション表添付 97

73 人件費の算定根拠 ７２と整合を取ること 99

74 前払金算定根拠 100

75 月間利用料算定根拠（管理費、家賃相当額、光熱水費、食費） 100

76 介護費用算定根拠 100

77 その他費用の算定根拠 100

計画内容を確認した。
○年○月○日　　　　　　　　　　印

△は、一部重複、様式違い等となっています。

都に提出する協議
書に押印された原本
を添付すること。

※5 協議書提出後、通帳の原本確認を行います。また、必要に応じて提出書類以外の書類提出を求めることがあります。

　　が、設計事務所、コンサルティング会社、ディベロッパー会社のみとの協議は行いません。

※3 上記の１から77の順でA4パイプファイル（必要最薄）に綴じ、P.2「ファイル作成要領」のとおりに作成し、

※東京都に提出する前に計画地の区市町村に提出し、整備内容等の確認を受け
ること。
区市町村・担当部署名〔　　　　　　　　　　　　　　　     　     　　　　　　　　〕
担当者名〔　　　　　　　　　　　　　　　〕　電話〔　　　　　　　　　　　　　　　　 〕

※1 書類提出前に、必ず地元区市町村福祉所管課に整備内容の確認を受けてください。

※2 協議は、オーナー及び運営主体と都担当者で行います。必要に応じて設計事務所等が同席して差し支えありません

　　１部提出してください。（申請者側でも必ず同じものを控えとしてお持ちください。）

Ｋ　初期投資計画

Ｌ　運営関係

補助事業のため、補助金なしの場合に
比べ、低廉な料金設定であることが分
かる根拠資料を作成すること。

※4 「①と重複」欄に○印がある書類は、「①事前相談計画書」と同一書類となっています。

区市町村担当者の印 

48
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書類作成上の留意点 

１. 令和○○年度介護専用型有料老人ホーム整備事業協議書の提出について（都知事あて） 

〈例〉 

 

   

＜オーナー型＞ 

令和  年  月  日 

 

東京都知事 殿 

 

                     整備予定地所有者 

東京都練馬区○○○一丁目２番３号 

東 京 太 郎  実印 

 

                     運営事業者 

                      東京都港区○○一丁目２番３号 

                       株式会社 △△ 

                       代表取締役 ○○ ○○  実印 

 

令和○○年度介護専用型有料老人ホーム整備事業 

協議書の提出について 

 

このことについて、整備予定地所有者である東京太郎が計画する介護専用型有料老人

ホーム（仮称）○○ホームについて、下記のとおり提出する。 

 

記 

 

１ 整備予定地所有者名 

東京 太郎 

 

２ 整備予定地 

新宿区西新宿一丁目○番○ 

 

３ 施設名及び定員 

（仮称）○○ホーム  定員５０名 

 

４ 整備区分 

創設 

 

５ 運営事業者名 

株式会社 △△ 

 

６ 提出資料 

（１）令和○○年度介護専用型有料老人ホーム整備事業協議書 

（２）その他関係資料 

 

 

 

 

（注）提出できない書類が生じた場合は、別紙に理由及び提出予定

時期を記載し提出すること。 

創設、オーナー改修型創設 

の別を記入 

様式例 

住所・法人名・代表者名は印鑑証明書

の記載と合わせること（省略しない）。 

※途中で変更があった場合には、連絡

すること。 
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A 計画の概要                             

3. 計画概要 

 

 

    

 

 

〔総括表〕
※ □欄のあるものは、該当する項目を■に塗りつぶすこと。

１．整備・運営事業者の概要

定員 人

通所介護（定員　30人）

　本計画以外の整備計画（建設中のものを含む）の有無 ■ 有 □ 無

２.運営事業者の概要

　本計画以外の整備計画（建設中のものを含む）の有無 ■ 有 □ 無

３．本事業計画の協議窓口担当者（整備予定地所有者及び運営事業者の統括者）

４．設計会社、コンサルティング会社の概要

会社名 ○○設計　株式会社 FAX ０３－９８７６－

コンサル業者

フリガナ ‐

連絡先

電話

会社名 ‐ FAX
担当者氏名 ‐

有の場合、その概要
整備地 施設種別 開設時期

豊島区池袋○－○－○ 認知症GH R○○．○

電話 ０３－９８７６－

FAX

フリガナ トウキョウ　タロウ 法人
本部

所在地

東京都練馬区○○○１－２－３

整備予定地所有者 東京　太郎 （最寄駅：都営大江戸線「○○」駅下車、徒歩１５分）

運営事業者の
担当者

フリガナ △△　△△

連絡先

電話 ０３－１２３４－

氏　名 △△　△△ FAX ０３－１２３４－

職　名 ▲▲事業部担当係長
E-mail ○○○＠care-service.co.jp

法
人
の
場
合

フリガナ

介護専用型有料老人ホーム整備事業計画概要（オーナー型）

施設整備種別 介護専用型有料老人ホーム 50

併設施設及び事業
（必要に応じて行を追加）

フリガナ ○○ホーム 整備
予定地
（所在）

東京都新宿区西新宿○－○－○

整備施設名 （仮称）○○ホーム
（最寄駅：都営大江戸線「○○」駅下車、徒歩７分）

現在の主な
事業内容
他道府県
分も記載

（必要に応じて行を追加）

整備予定地所有者

の代表者

フリガナ

氏　名
職名

有の場合、その概要
整備地

現在の主な
施設・事業所

他道府県
分も記載

（必要に応じて行を追加）

施設種別 名称

カブシキガイシャ　△△ 法人
本部

所在地

東京都港区○○○１－２－３　○○ビル３９階

運営事業者 株式会社　△△ （最寄駅：都営大江戸線「○○」駅下車、徒歩３分）

施設種別 開設時期

豊島区池袋１－２－５ アパート Ｈ○○．○

定員 所在地 備考

同上

職　名 同上
E-mail

担当者氏名 ●●　●●

協議窓口担当者

フリガナ △△　△△

連絡先

設計会社

フリガナ ○○セッケイ　カブシキガイシャ

連絡先

電話

氏　名 △△　△△

予定している事業を全て記載（床面積を要しない
「事業」も含む）。定員数も記載。

運営事業者の担当者と同じ場合
は、「同上」でも可
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５．運営事業者との建物（整備後の介護専用型有料老人ホーム）に係る賃貸借契約関係

賃貸借契約

賃借料 □ 無償 ■ 有償（月 円）

賃借権設定登記 ■ 無 □ 有

賃貸借契約期間 年

自動更新条項 □ 無 ■ 有（更新後の契約期間： 年）

６．建築計画の概要

計画書提出時の年齢

（ ）

地上： 階

地下： 階

構造の別

（ ）

建築計画スケジュール

消防完了検査（所轄消防署）

施設運営係へ設置届提出 工事完了検査（建築主事） 令和○○年〇月中旬

東京都竣工検査 令和○○年〇月下旬

契約 令和○○年〇月下旬 設置届提出 令和○○年〇月下旬

着工 令和○○年〇月上旬 開設 令和○○年〇月１日
工事中間検査（建築主事） 令和○○年〇月頃
消防中間検査（所轄消防署） 令和○○年〇月頃

東京都中間検査 令和○○年〇月頃

７．整備予定地の周辺医療機関

■ 内科 ■ 外科 ■ 耳鼻咽喉科 ■ 皮膚科 ■ 眼科 □ 歯科 ■ その他（ 精神科 ）

□ 内科 □ 外科 □ 耳鼻咽喉科 □ 皮膚科 □ 眼科 □ 歯科 ■ その他（整形外科）

□ 内科 □ 外科 □ 耳鼻咽喉科 □ 皮膚科 □ 眼科 ■ 歯科 □ その他（　　　　　　）

□ 内科 □ 外科 □ 耳鼻咽喉科 □ 皮膚科 □ 眼科 □ 歯科 □ その他（　　　　　　）

□ 内科 □ 外科 □ 耳鼻咽喉科 □ 皮膚科 □ 眼科 □ 歯科 □ その他（　　　　　　）

□ 内科 □ 外科 □ 耳鼻咽喉科 □ 皮膚科 □ 眼科 □ 歯科 □ その他（　　　　　　）

８．整備施設の表示事項、利用料等

居住の利用形態 家賃相当額 円

利用料の支払い方法 管理費 円

円 光熱水費 円

償却期間○年 （○○か月） 食費 円

なし
その他の費用

医療機関名
建設予定地

からの距離

診　療　科　目
※ 施設利用者が診療、入院を要する場合等に協力を得られる（見込みの）医療機関

○○総合病院 1.2㎞
▽▽整形外科医院 0.5㎞
■■歯科クリニック 0.7㎞

令和○○年〇月上旬

利用権方式 月

間

利

用

料

68,000

前払金方式 16,000

入居前払金等

入札 令和○○年〇月下旬

1,000,000 27,000

38,000

項　目 時　期 項　目 時　期

建築確認申請 令和○○年〇月上旬 竣工 令和○○年〇月上旬

建築確認済証交付 令和○○年〇月下旬 令和○○年〇月中旬

建ぺい率 61.50％ 令和 ○○ 年度 98％

容積率 184.62％

出来高
（予定）

令和 ○○ 年度

0

ショートステイ
部分

2,200.00
開設： 令和○○年　○月

その他 200.00
（工事期間：○年　○か月）

鉄筋コンクリート造 2％

フリガナ ★★　★★

管理（予定）者氏名 ★★　★★ 45歳

現在の職業・勤務先・資格等 整備・運営事業者が運営する他の有料老人ホーム施設長

延
床
面
積
等

(

㎡

）

敷地面積 1,300.00

建築構造 工事予定期間等

□創設
着工： 令和○○年〇月上旬

3

□改修 建物全体 2,400.00
竣工： 令和○○年〇月上旬

6,000,000

20

3

建物権利関係
（予定を含む）

出来高は直接工事費の積み
上げを基に計算

開設2か月以上前に竣工
していること

月額利用料は、項目ごとに金額を記入すること
（「管理費に含む」などは不可）。
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９．整備予定地の状況（令和　　年　　月　　日現在）

■ 市街化区域　　（用途地域： 隣接商業地域 ）

□ 市街化調整区域

敷地面積 ㎡ ％（上限 ㎡）

％（上限 ㎡）

□ 埋蔵文化財包蔵地域 □ 生産緑地地区 □ 傾斜地

□ その他 （ ）

既存建物の有無 □ 有 （種類： ） ■ 無

前面道路の有無 □ 有 （幅員： m ） ■ 無

境界確定（済）の有無 ■ 有 （ ） □ 無

赤道の有無 □ 有 ■ 無

■ 有 土壌汚染→調査実施済み。基準値を超える汚染なし。 □ 無

開発許可→窓口：新宿区○○部○○課　事前協議中

現在に至るまでの土地の使用状況の概略

■ 宅地 □ 農地〈農地転用許可　　有　・　無　・　不要　〉 □ その他

現況の概略

□ 無 ■ 有→下表へ記入（第一順位から）

■ 無 □ 有→下表へ記入（第一順位から）

100,000 令和元年９月上旬（予定）

令和元年１０月中旬（予定）

根抵当権の有無

根抵当権者名 被担保債権額（千円） 根抵当権登記抹消（予定）時期

用途地域等

その他の
規制状況等

1,300.00 建ぺい率 80.00 1,040.00
容積率 200.00 2,600.00

25,000

全部　　　・　　　一部　

土壌汚染・埋蔵文化財等の有無や農地法・都市計画法・市町村宅地開発条例等の土地利用に係
る規制の有無、担当部局との調整状況及び今後の予定

地歴

土地の現況

抵当権及び
根抵当権の設定

状況

抵当権の有無

抵当権者名 被担保債権額（千円） 抵当権登記抹消（予定）時期

必要に応じて書類を添付
すること。

抵当権又は根抵当権が設定されている場合には、
原則として審査会前までに（遅くとも内示前まで
に）抹消すること。協議書提出時に、内示前までに
抹消することを記載した「（根）抵当権抹消確約
書」を添付すること。
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5.整備計画及び住民同意に関する意見書 

(1) 区市町村にて、区市町村名で作成すること。 

(2) ヒアリングまでに提出すること。 

 

   

整備計画及び住民同意に関する意見書 

１ 整備計画の概要 

整備予定地所有者名 東京 太郎 

運 営 事 業 者 名  株式会社 △△ 

施 設 名 （仮称）○○ホーム 

整 備 予 定 地 新宿区西新宿一丁目○番○ 

施 設 種 別 介護専用型有料老人ホーム 

整 備 種 別 創設 

２ 整備計画に関する意見 

保健福祉計画、

介護保険事業計

画との整合性 

 

整備の必要性  

３ 住民同意に関する意見 

近隣住民の同意

の状況 

 

 

４ その他意見 

 

 

東京都知事  殿 

 

                        令和○○年○○月○○日 

 

                   ○○○区（市町村）長 △△△△△公 印 

 

様式例 

施設所在地の区市町村が作成。 

ヒアリングまでに、原本を都に提

出すること 
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B オーナーに関する事項（法人の場合）                       

6. 事業概要 

法人の事業概要。パンフレット等に代えることもできる。 

 

7．定款 

原本証明をすること。 

 

8．法人登記全部事項証明書 

 ３か月以内に発行された原本を提出すること。 
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9．役員（理事）名簿及び履歴書 

法人登記事項証明書掲載者は必ず作成すること。 

 

   
 

 

 

 

 

 

履   歴   書（役員用） 
 

                                 令和  年  月  日作成 

 

 フリガナ   

  

 

 

 氏  名 
 

 生年月日      年  月  日 （満  歳）  性別  

 

 住  所 

 〒 

 

 

  ※自宅住所を記載 

 

 《学  歴》 

 

学  校  名 学部学科名 期     間 資   格  

    年 月 日～  年 月 日    卒   年退 

      卒   年退 

      卒   年退 

      卒   年退 

 

 

 《職  歴》 

 

勤   務   先 在職期間 職務内容 役  職  

   年 月 日～  年 月 日   

    

    

    

    

 

 

 《現  職》 

 

勤   務   先 在職期間 職務内容 役  職  

   年 月 日 ～ 現  在   

    

    

    

 

  現在従事している職について、職歴とは別に全て記入すること。 
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 《他法人役員経歴》 

 

法人名 在職期間 職務内容 役  職  

   年 月 日～  年 月 日   

    

    

    

 他法人役員経歴については、職歴とは別記すること。 

 

 

 《その他兼務職歴》 （例；民生委員・任意団体等の役員歴） 

職   歴 在職期間 職務内容 役  職  

   年 月 日～  年 月 日   

    

    

    

 

 

 《資格・免許》 

 

名   称（種 別） 登録年月日及び登録番号 取扱機関  

    年  月  日  №  

    年  月  日  №  

    年  月  日  №  

 

 

     ※ 歴については、欄の上から古い順に記載すること。 
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10．決算書（過去３期分） 

 直近の３年分を提出すること。 

 

11．累積借入金償還計画表 

オーナーの累積借入金の償還計画について一覧表の形式で作成すること。 
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C オーナーに関する事項（個人の場合）                

12．履歴書 

(1)写真を添付すること。 

(2)現在の職務まで記載すること。 

 

 

 

履   歴   書（オーナー[個人]・施設長用） 
 

                                 令和  年  月  日作成 

 

 フリガナ  実印   
 写真を必ず貼る

こと 

 上半身・脱帽・正

面を向いた３ヵ月

以内に撮影された

もの 

 

 

 氏  名 
 

 

 生年月日      年  月  日 （満  歳）  性別 

 

 

 住  所 

 〒 

                     

       （     ） 

 
 ※印鑑登録証明書どおりに記載すること。 

 

 《学  歴》 

 

学  校  名 学部学科名 期     間 資   格  

    年 月 日～  年 月 日    卒   年退 

      卒   年退 

      卒   年退 

      卒   年退 

 

 《職  歴》 

 

勤   務   先 在職期間 職務内容 役  職  

   年 月 日～  年 月 日   

    

    

    

    

 

 《現  職》 

 

勤   務   先 在職期間 職務内容 役  職  

   年 月 日 ～ 現  在   

    

    

    

 

  現在従事している職について、職歴とは別に全て記入すること。 
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 《他法人役員経歴》 

 

法人名 在職期間 職務内容 役  職  

   年 月 日～  年 月 日   

    

    

    

 他法人役員経歴については、職歴とは別記すること。 

 

 

 《その他兼務職歴》 （例；民生委員・任意団体等の役員歴） 

職   歴 在職期間 職務内容 役  職  

   年 月 日～  年 月 日   

    

    

    

 

 

 《資格・免許》 

 

名   称（種 別） 登録年月日及び登録番号 取扱機関  

    年  月  日  №  

    年  月  日  №  

    年  月  日  №  

 

 

     ※ 歴については、欄の上から古い順に記載すること。 
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13．法定相続人の同意書  

 

 

 

 

同 意 書 

 

 私は、 （オーナー名） が介護専用型有料老人ホームを目的と

する施設を建設し、運営事業者  （運営事業者名） と賃貸借契

約を締結することに同意します。 

 また、本件に関して相続が発生した際には、事業を承継し、補助

金交付に係る条件を遵守すると共に、事業の安定的運営に協力しま

す。 

 

 施設名称  

 施設所在地  

 施設整備者 住所 

       氏名 

 

                       令和  年  月  日 

 

 

法定相続人   住所 

（続柄   ）  氏名                  実印 

 

法定相続人   住所 

（続柄   ）  氏名                  実印 

 

法定相続人   住所 

（続柄   ）  氏名                  実印 

 

法定相続人   住所 

（続柄   ）  氏名                  実印 

 

 

 

 

法定相続人全員を記載 

欄が不足する場合は追加すること 

オーナーから見た 

続柄を記載すること。 
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14．印鑑登録証明書 

  オーナー及び法定相続人全員分提出すること。 

  原本を提出すること。 

 

15．累積借入金償還計画表 

  オーナーの累積借入金及びその償還計画について一覧表にまとめること。 

 

16．確定申告書（写） 

  直近３年分の写しを提出すること。 

 

17．固定資産の課税証明書 

  直近の課税によるものの原本を提出すること。 
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D 建設資金計画                           

18．建設事業費・資金調達内訳一覧表 

(1)併設事業がある場合は併設事業分も作成すること。 

(2)「その他初期費用」については、内訳を作成すること。 

 

 

  

令和　　年　　月　　日　現在

金額（単位：円） 比　率

605,000,000 96.12%

18,900,000 3.00%

0 0.00%

623,900,000 99.13%

5,500,000 0.87%

629,400,000 100.00%

100,000,000 15.89%

0 0.00%

450,000,000 71.50%

0 0.00%

自己資金 73,900,000 11.74%

寄附金（寄附者氏名） 0 0.00%

寄附金（●●　●●） 0 0.00%

計 73,900,000 11.74%

623,900,000 99.13%

自己資金 5,500,000 0.87%

寄附金（寄附者氏名）

寄附金（●●　●●） 0 0.00%

5,500,000 0.87%

629,400,000 100.00%

東京都補助金 100,000,000 15.89%

補　助　金　計 100,000,000 15.89%

○○銀行借入 450,000,000 71.50%

△△銀行借入 0 0.00%

借　入　金　計 450,000,000 71.50%

自己資金 79,400,000 12.62%

寄附金（寄附者氏名） 0 0.00%

寄附金（●●　●●） 0 0.00%

自 己 資 金 計 79,400,000 12.62%

３　借入比率算出表

令和○○年度計画案件の借入予定額（Ａ） 450,000,000 －

資金総額（＝事業費合計額）（Ｃ） 629,400,000 －

借入予定額と事業費総額との割合（Ｄ＝Ａ／Ｃ） － 71.50%

借入金内訳（再掲）

自己資金内訳（再掲）

建設事業費・資金調達内訳等一覧表

１
　
事
業
費

整備費

工事請負費

工事事務費

（介護専用型有料老人ホーム：オーナー型）

（仮称）○○ホーム

小　　　計

その他初期費用（内訳）

計

備品

その他初期費用（内訳）

合　　　　　　　　　計

施設名

整備予定地所有者

運営事業者

２
　
資
金
調
達
内
訳 補助金内訳（再掲）

自己資金

小　　　計

東京都補助金

建設協力金

整備費

○○銀行借入

△△銀行借入

東京　太郎

株式会社△△

合　　　　　　　　　計

自己資金

合計、比率等エクセル計
算式登録済

各種租税、手続き費用を計上すること。また別紙（参考様式）により
「その他初期費用」の積算根拠を示すこと。
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）

自
己

資
金

小
　

　
　

計

東
京

都
補

助
金

建
設

協
力

金

借
入

予
定

額
と

事
業

費
総

額
と

の
割

合
（

Ｄ
＝

Ａ
／

Ｃ
）

工
事

事
務

費

備
品

（
仮

称
）

○
○

ホ
ー

ム

東
京

　
太

郎

補
助

金
内

訳
（

再
掲

）

○
○

銀
行

借
入

△
△

銀
行

借
入

計

合
　

　
　

　
　

　
　

　
　

計

整
備

費

借
入

金
内

訳
（

再
掲

）

自
己

資
金

内
訳

（
再

掲
）

2
1
.面

積
・
事

業
費

按
分

表
か

ら
転

記

様
式

例

※
本

計
画

の
他

に
整
備

を
計

画
し
て

い
る

場
合

こ
の

様
式

を
使

用
し

て
、

①
本

計
画
、

②
他

計
画
、

③
本
計

画
(①

)と
他

計
画

(②
)を

合
計
し

た
資
金

計
画
表

を
作
成

す
る

こ
と

。
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その他初期費用内訳 ＜参考様式＞

整備予定地所有者：東京　太郎 運営事業者：株式会社△△

（単位：円）

合計 有料老人ホーム
その他

（補助対象外）

測量費 1,000,000

地質調査費 1,000,000

開発負担金 200,000

○○負担金 100,000

不動産取得税・登録免許税 1,000,000

○○銀行借入利息 500,000

■■銀行借入利息 500,000

予備費 1,200,000

5,500,000その他初期費用　計

期中金利

予備費

調査関係費

公共負担金

租税公課

併設事業がある場合は、有料
老人ホームとそれ以外で個々
に積算可能なものは個々に積
み上げ、不可能なものは面積
で按分する。

記載の項目は例示なので、計画内容に応じて
想定される支出をもれなく記入すること。
必要な項目が網羅されていれば他の様式でも可。
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19．資金繰り表 

計画時から開設までの資金繰りについてまとめること。  

 

 

 

 

記
入

例

施
設

の
種

類
：介

護
専

用
型

有
料

老
人

ホ
ー

ム
施

設
の

名
称

：
（
仮

称
）○

○
ホ

ー
ム

整
備

予
定

地
所

有
者

：
東

京
　

太
郎

運
営

事
業

者
：
株

式
会

社
△

△

内
容

相
手

方
収

入
支

出
残

高
収

入
支

出
残

高
収

入
支

出
残

高

自
己

資
金

（
蓄

財
）

7
9
,4

0
0,

0
0
0

0
7
9
,4

0
0,

0
0
0

7
3
,9

0
0,

0
0
0

7
3
,9

0
0,

0
0
0

5
,5

0
0,

0
0
0

5
,5

0
0,

0
0
0

令
和

○
○

年
○

月
○

○
日

調
査

費
等

（
各

種
）

0
2
,0

0
0,

0
0
0

7
7
,4

0
0,

0
0
0

7
3
,9

0
0,

0
0
0

2
,0

0
0,

0
0
0

3
,5

0
0,

0
0
0

令
和

○
○

年
○

月
○

○
日

借
入

金
（整

備
費

）
□

□
銀

行
4
5
0,

0
0
0,

0
0
0

0
5
2
7,

4
0
0,

0
0
0

4
5
0,

0
0
0,

0
0
0

5
2
3,

9
0
0,

0
0
0

3
,5

0
0,

0
0
0

令
和

○
○

年
○

月
○

○
日

借
入

利
息

□
□

銀
行

0
1
,0

0
0,

0
0
0

5
2
6,

4
0
0,

0
0
0

5
2
3,

9
0
0,

0
0
0

1
,0

0
0,

0
0
0

2
,5

0
0,

0
0
0

令
和

○
○

年
○

月
○

○
日

工
事

費
支

払
い

○
○

建
設

0
2
5
,0

0
0,

0
0
0

5
0
1,

4
0
0,

0
0
0

2
5
,0

0
0,

0
0
0

4
9
8,

9
0
0,

0
0
0

2
,5

0
0,

0
0
0

令
和

○
○

年
○

月
○

○
日

工
事

事
務

費
支

払
い

△
△

設
計

0
5
,0

0
0,

0
0
0

4
9
6,

4
0
0,

0
0
0

5
,0

0
0,

0
0
0

4
9
3,

9
0
0,

0
0
0

2
,5

0
0,

0
0
0

令
和

○
○

年
○

月
○

○
日

都
補

助
金

（
建

設
）

東
京

都
2
,0

0
0,

0
0
0

0
4
9
8,

4
0
0,

0
0
0

2
,0

0
0,

0
0
0

4
9
5,

9
0
0,

0
0
0

2
,5

0
0,

0
0
0

令
和

○
○

年
○

月
○

○
日

工
事

費
支

払
い

○
○

建
設

0
2
0
0,

0
0
0,

0
0
0

2
9
8,

4
0
0,

0
0
0

2
0
0,

0
0
0,

0
0
0

2
9
5,

9
0
0,

0
0
0

2
,5

0
0,

0
0
0

令
和

○
○

年
○

月
○

○
日

工
事

事
務

費
支

払
い

△
△

設
計

0
1
0
,0

0
0,

0
0
0

2
8
8,

4
0
0,

0
0
0

1
0
,0

0
0,

0
0
0

2
8
5,

9
0
0,

0
0
0

2
,5

0
0,

0
0
0

令
和

○
○

年
○

月
○

○
日

負
担

金
等

（
各

種
）

0
3
0
0,

0
0
0

2
8
8,

1
0
0,

0
0
0

2
8
5,

9
0
0,

0
0
0

3
0
0,

0
0
0

2
,2

0
0,

0
0
0

令
和

○
○

年
○

月
○

○
日

登
記

費
用

・
諸

税
（
各

種
）

0
1
,0

0
0,

0
0
0

2
8
7,

1
0
0,

0
0
0

2
8
5,

9
0
0,

0
0
0

1
,0

0
0,

0
0
0

1
,2

0
0,

0
0
0

令
和

○
○

年
○

月
○

○
日

都
補

助
金

（
建

設
）

東
京

都
9
8
,0

0
0,

0
0
0

0
3
8
5,

1
0
0,

0
0
0

9
8
,0

0
0,

0
0
0

3
8
3,

9
0
0,

0
0
0

1
,2

0
0,

0
0
0

令
和

○
○

年
○

月
○

○
日

工
事

費
支

払
い

○
○

建
設

0
3
8
0,

0
0
0,

0
0
0

5
,1

0
0,

0
0
0

3
8
0,

0
0
0,

0
0
0

3
,9

0
0,

0
0
0

1
,2

0
0,

0
0
0

令
和

○
○

年
○

月
○

○
日

工
事

事
務

費
支

払
い

△
△

設
計

0
3
,9

0
0,

0
0
0

1
,2

0
0,

0
0
0

3
,9

0
0,

0
0
0

0
1
,2

0
0,

0
0
0

令
和

○
○

年
○

月
○

○
日

予
備

費
0

1
,2

0
0,

0
0
0

0
0

1
,2

0
0,

0
0
0

0

0
0

0

0
0

0

0
0

0

合
計

6
2
9,

4
0
0,

0
0
0

6
2
9,

4
0
0,

0
0
0

0
6
2
3,

9
0
0,

0
0
0

6
2
3,

9
0
0,

0
0
0

0
5
,5

0
0,

0
0
0

5
,5

0
0,

0
0
0

0

資
　

金
　

繰
　

り
　

表

概
要

日
付

そ
の

他
初

期
費

用
整

備
費

総
括

そ
れ

ぞ
れ

の
計

画
内

容
に

よ
り

必
要

な
資

金
繰

り
を

記
入

す
る

こ
と

。



66 

20．補助金算出表 

 

 
   

  

（
注

１
）
整

備
区

分
は

、
「
創

設
」
、

「
オ

ー
ナ

ー
改

修
型

創
設

」
か

ら
選

択
す

る
。

（
注

２
）
整

備
費

は
年

度
出

来
高

で
按

分
し

て
記

載
す

る
。

（
注

３
）
当

年
度

分
を

□
太

線
で

囲
む

。
（
注

４
）
工

事
請

負
費

の
対

象
経

費
（
Ｂ

欄
）
に

は
、

対
象

外
工

事
費

（
土

地
造

成
等

）
は

含
め

な
い

。
（
注

５
）
工

事
事

務
費

の
対

象
経

費
（
Ｂ

欄
）
は

、
工

事
請

負
費

の
対

象
経

費
（
Ｂ

欄
）
の

２
．

６
％

を
限

度
と

す
る

。
（
注

６
）
Ｂ

欄
の

合
計

額
、

Ｃ
欄

の
い

ず
れ

か
少

な
い

額
を

Ｄ
欄

に
記

入
す

る
（
千

円
未

満
切

捨
て

）
。

5
3
9
,0

0
0
,0

0
1

5
2
9
,6

4
3
,1

6
4

1
0
0
,0

0
0
,0

0
0

1
7
,3

2
5
,0

0
0

5
,7

7
5
,0

0
0

5
5
6
,3

2
5
,0

0
1

5
3
5
,4

1
8
,1

6
4

合
計

1
0
0

％

工
事

請
負

費

工
事

事
務

費

合
計

9
8
,0

0
0
,0

0
0

工
事

事
務

費
1
6
,9

7
8
,5

0
0

5
,6

5
9
,5

0
0

合
計

5
4
5
,1

9
8
,5

0
1

5
2
4
,7

0
9
,8

0
1

9
8

％
＝

5
1
9
,0

5
0
,3

0
1

2
,0

0
0
,0

0
0

9
8
,0

0
0
,0

0
0

×
5
0

人
×

○
○

年
度

9
8

％

工
事

請
負

費
5
2
8
,2

2
0
,0

0
1

工
事

事
務

費
3
4
6
,5

0
0

1
1
5
,5

0
0

合
計

1
1
,1

2
6
,5

0
0

1
0
,7

0
8
,3

6
3

○
○

年
度

2
％

工
事

請
負

費
1
0
,7

8
0
,0

0
0

1
0
,5

9
2
,8

6
3

2
,0

0
0
,0

0
0

×
5
0

人
2
,0

0
0
,0

0
0

2
,0

0
0
,0

0
0

×
2

Ｄ

％
＝

整
備

区
分

創
設

（
単

位
：
円

）

整
備

年
度

出
来

高
経

費
区

分

整
備

費
対

象
経

費
の

実
支

出
額

算
定

基
準

に
よ

る
算

定
額

補
助

額

Ａ
Ｂ

（
≦

Ａ
）

補
助

単
価

整
備

定
員

出
来

高
算

定
額

（
千

円
未

満
切

捨
て

）

Ｃ

整
備

年
度

令
和

○
○

年
度

２
％

　
・
　

令
和

○
○

年
度

９
８

％
開

設
予

定
年

月
日

令
和

○
○

年
○

月
１

日

整
備

予
定

地
所

有
者

（
個

人
）
東

京
　

太
郎

構
造

鉄
筋

コ
ン

ク
リ

ー
ト

造
り

・
地

上
３

階
・
地

下
０

階
建

て

運
営

事
業

者
㈱

△
△

工
事

請
負

業
者

名
未

定

令
和

○
○

年
度

　
介

護
専

用
型

有
料

老
人

ホ
ー

ム
施

設
整

備
費

補
助

金
算

出
表

（
オ

ー
ナ

ー
型

）

施
設

名
（
仮

称
）
○

○
ホ

ー
ム

工
期

令
和

○
○

年
○

月
○

○
日

～
令

和
○

○
年

○
月

○
日

施
設

所
在

地
新

宿
区

西
新

宿
○

丁
目

○
番

○
号

設
計

監
理

会
社

名
○

○
設

計
　

株
式

会
社

1 2

3 4

「
2
1
 面

積
・
事

業
費

按
分

表
」か

ら
転

記
す

る
。

（
注

５
）
の

と
お

り
、

④
は

③
の

2
.6

％
を

限
度

と
す

る
。

（
注

３
）
の

と
お

り
、

当
年

度
を

太
線

で
囲

む
。

様
式

例
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21．面積・事業費按分表 
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22．費目別内訳書 

  

 費
 
目

 
別

 
内

 
訳

 
書

（
介

護
専

用
型

有
料

老
人

ホ
ー

ム
：

オ
ー

ナ
ー

型
）

記
　

載
　

例

整
備

予
定

地
所

有
者

名
：

東
京

　
太

郎
運

営
事

業
者

：
㈱

△
△

区
分

備
考

Ａ
  

  
  

 円
Ｂ

  
  

  
 円

（
（
Ａ

＋
B

）
×

1
0
％

）
C

 円
（
Ａ

＋
B

＋
C

）
D

 円

直
接

工
事

費
・
共

通
仮

設
費

5
1
5
,0

0
0
,0

0
0

2
5
,5

5
3
,4

3
5

5
4
,0

5
5
,3

4
4

5
9
4
,6

0
8
,7

7
9

0
0

0

0
0

0

5
1
5
,0

0
0
,0

0
0

2
5
,5

5
3
,4

3
5

5
4
,0

5
5
,3

4
4

5
9
4
,6

0
8
,7

7
9

1
緑

化
・
外

構
工

事
9
,0

0
0
,0

0
0

4
4
6
,5

6
5

9
4
4
,6

5
6

1
0
,3

9
1
,2

2
1

2
解

体
撤

去
工

事
費

0
0

0
0

3
0

0
0

0

9
,0

0
0
,0

0
0

4
4
6
,5

6
5

9
4
4
,6

5
6

1
0
,3

9
1
,2

2
1

総
　

　
 合

 　
　

計
5
2
4
,0

0
0
,0

0
0

2
6
,0

0
0
,0

0
0

5
5
,0

0
0
,0

0
0

6
0
5
,0

0
0
,0

0
0

諸
経

費
率

（
B
/
A
）

4
.
9
6
%

消
費

税
合

計

計

仮
設

建
物

工
事

費

計

金
額

諸
経

費

色
の

付
い

た
セ

ル
に

2
8．

工
事

見
積

書
の

内
訳

書
か

ら
、

諸
経

費
及

び
消

費
税

が
含

ま
れ

て
い

な
い

金
額

を
転

記
す

る
。

5
1
5
,0

0
0,

00
0×

(2
6
,0

00
,0

00
÷

5
24

,0
00

,0
00

）
＝

2
5
,5

5
3,

4
35

(四
捨

五
入

)
※

四
捨

五
入

し
た

結
果

、
総

合
計

と
1
円

ズ
レ

が
生

じ
た

場
合

は
、

対
象

外
工

事
費

に
±

１
円

し
て

調
整

す
る

。

D
で

算
出

さ
れ

た
金

額
を

、
「2

1 
面

積
・
事

業
費

按
分

表
」
（前

頁
）
の

1
0
0
％

事
業

費
の

計
欄

(右
端

1
列

)に
転

記
す

る
。

2
8
．

工
事

見
積

書
の

内
訳

書
か

ら
転

記
。
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23．預金残高証明書及び一覧表 

(1)一覧表は、本計画に使用する口座のみ記載すること。 

なお、最新の日付現在の残高合計は「17. 建設事業費・資金調達内訳一覧表」の自己資

金を上回る額となること。 

(2)残高証明書は、(1)に記載した口座について原本を提出すること。 

なお、協議書提出期限の前月末日付のものと同日付の過去 3か年分（平成 28、29、30 年、

令和元年の各年 8月 31 日付け）を提出すること。 
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24．通帳の写し 

(1)23 で添付した口座全ての通帳について提出すること。 

(2)残高証明書で証明された預金金額の有無を通帳でも確認するため、表紙及び残高証明

書に記載してある預金金額が記帳された頁の写しを提出すること。 

 

25. 融資（見込）証明書 

(1)融資証明書には必ず、「融資金額（協議に基づく額）」「償還期間」を明記させること。 

(2)借入利率は、明記されることが望ましいが、記載できない場合、都が定める借入利率

（５年目まで２.５％、６年目以降３.５％）で償還計画を作成すること。 

 

27. 工事事務費見積書 

(1)工事事務費は、基本設計・実施設計・監理業務の内訳のある見積書とすること。 

(2)工事事務費の補助対象は内示以降の契約（業務）であり、内示前に行う基本設計等の

業務については補助対象とならないので、別契約とすること。 

 (3)基本設計の契約を既に締結している場合、契約書（写）を提出すること。 
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28．工事見積書 

 

〔見積書作成の注意〕 

  工事見積書は、次の項目区分まで記入すること。 

 (1) 直接工事費〔ア～ケの計〕 

  ア 共通仮設費 

  イ 建築工事費 

①直接仮設工事②土工事③杭うち業④鉄筋コンクリート⑤鉄骨⑥煉瓦ブロック⑦防水⑧屋

根⑨石⑩左官⑪タイル⑫木⑬金属⑭木製建具⑮金属建具⑯ガラス⑰内装⑱雑工事 

  ウ 電気設備工事費 

①受変電②自家発電③蓄電池④幹線⑤電力⑥電灯コンセント⑦照明器具⑧電話⑨拡声⑩テ

レビ共聴⑪ＩＴＶ⑫防犯⑬ナースコール⑭カードシステム⑮火災報知⑯防排煙 

  エ 空調換気設備工事費 

   ①冷熱源機器②空調機器③配管④空調ダクト⑤換気⑥自動制御 

  オ 給排水衛生設備工事費 

   ①給水②給湯③排水通気④衛生器具 

  カ スプリンクラー設備工事費 

  キ 昇降機設備工事費 

ク 浄化槽設備工事費 

ケ 介護用リフト等 

   ①介護用リフト②特殊浴槽 

(2)その他対象外工事費[コ～ソの計] 

補助対象外の工事。資金計画上、大きな問題となりやすいので、明細を作成すること。 

コ 緑化・植栽・造園  サ 外構工事  シ 土地造成  ス 擁壁工事 

セ 解体撤去工事    ソ 仮設工事 

 

※補助対象工事と補助対象外工事を一本工事として発注する場合は、それぞれの合計が分かるよう

にし、諸経費率は同一にすること。 

〔見積依頼者：オーナー〕

東京　太郎 様

　ご依頼のありました標記の件について、以下のとおりお見積もりいたします。
　なお、この見積りは現時点でのものであり、今後の物価上昇など社会情勢により変動することがあります。

お　　見　　積　　額　：　金 605,000,000

見積内訳
工事請負費（総括表）の内訳 金額（円）

１　工事費〔（１）～（２）の計〕 524,000,000
　（１）直接工事費〔ア～ケの計〕 515,000,000
　　ア　共通仮設費 20,000,000
　　イ　建築工事費 400,000,000
　　ウ　電気設備工事費 22,000,000
　　エ　空調換気設備工事費 21,000,000
　　オ　給排水衛生設備工事費 20,000,000
　　カ　スプリンクラー設備工事費 12,000,000
　　キ　昇降機設備工事費 10,000,000
　　ク　浄化槽設備工事 0
　　ケ　介護用リフト等費 10,000,000
　（２）その他対象外工事費〔コ～ソの計〕 9,000,000
　　コ　緑化・植栽・造園 0
　　サ　外構工事 9,000,000
　　シ　土地造成 0
　　ス　擁壁工事 0
　　セ　解体撤去工事 0
　　ソ　仮設工事 0

２　諸経費 26,000,000
３　消費税〔（１＋２）×10％〕 55,000,000
４　総合計〔１＋２＋３〕 605,000,000

令和○○年○月○○日

〔見積者〕
東京都杉並区荻窪○－△－□
　○○設計　株式会社　
　　　代表取締役　△△　△△　　印　

介護専用型有料老人ホーム整備　工事見積書

円（消費税込み）

各工事費の諸経費は「費目別内訳書」
で算出するため、「２ 諸経費」は工事
全体の諸経費を記載すること。

本総括表では、大項目までしか示してい
ないが、大項目（例：「イ 建築工事費」）
に含まれる中項目（①直接仮設工事、②
土工事、③杭うち業、…）まで見積書を
作成すること。

作成例

オーナーが見積もりを依頼すること。
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29．初度備品見積書 

(1)「28. 工事見積書」に含めることができる設備は、施設整備と一体的に整備され、か

つ固定されるもの及び整備に当たり施設設計等に影響を及ぼす初度設備（例：大型冷

蔵庫等厨房機器、洗濯乾燥設備、非常通報装置等）である。 

(2)(1)以外の備品は、工事契約とは別契約とし、その見積書を提出すること。 

(3)整備する事業ごとに作成すること。 

 

30．工事工程表 

(1)設計から建物の竣工まで、月単位で出来高を確認できる工程表を作成する。  

(2)工程表には、出来高曲線を明示すること。  

(3)２か年以上の事業になる場合は、各年度末の工事出来高（パーセント）が分かるよう

にすること（初年度については、余裕を持った出来高とすること。）。 
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（介

護
専

用
型

有
料

老
人

ホ
ー

ム
）　

工
事

項
目

出
来

高

ア
　

共
通

仮
設

共
通

仮
設

10
0%

イ
　

建
築

工
事

土
工

事
鉄

筋
コ

ン
ク

リ
ー

ト
外

装
90

%

杭
う

ち
型

枠
内

装

ウ
　

電
気

設
備

工
事

電
気

設
備

80
%

エ
　

空
調

換
気

設
備

工
事

空
調

換
気

設
備

70
%

オ
　

給
排

水
衛

生
設

備
工

事
給

排
水

衛
生

設
備

60
%

カ
　

ス
プ

リ
ン

ク
ラ

ー
設

備
工

事
ス

プ
リ

ン
ク

ラ
ー

50
%

ク
　

昇
降

機
設

備
工

事
昇

降
機

30
%

ケ
　

浄
化

槽
設

備
工

事
20

%

コ
　

介
護

用
リ

フ
ト

等
リ

フ
ト

・浴
槽

10
%

キ
　

外
構

工
事

外
構

40
%

月
単

位
工

事
出

来
高

（右
軸

％
）

0%
0%

0%
0%

0%
0%

0%
0%

0%
0%

0%
2%

7%
15

%
24

%
32

%
42

%
50

%
65

%
80

%
95

%
10

0%
10

0%
10

0%
10

0%
10

0%
10

0%

4月
5月

6月
7月

8月
9月

10
月

11
月

12
月

1月
2月

3月
4月

5月
6月

7月
8月

9月
10

月
11

月
12

月
1月

2月
3月

4月
5月

6月
暦

年
ス

ケ
ジ

ュ
ー

ル

令
和

○
○

年
度

（工
事

出
来

高
2％

）
令

和
○

○
年

度
令

和
○

○
年

度
（工

事
出

来
高

98
％

）

令
和

○
○

年
令

和
○

○
年

令
和

○
○

年

2か
年

以
上

の
事

業
に

な
る

場
合

に
は

、各
年

度
末

の
工

事
出

来
高

（％
）が

分
か

る
よ

う
に

す
る

こ
と

。

月
単

位
で

出
来

高
を

確
認

で
き

る
こ

と
。

作
成

例

出
来

高
曲

線
を

記
入

す
る

こ
と

。

2.
2%

10
0% 各

種
検

査
手

直
し

引 渡 し

開 設

出
来
高
の
考
え
方
は
別
紙
算
定
例
を
参
照



73 

　別　　　紙　　　（内示説明会時配布資料抜粋）

(1)総括表（大項目）

仕様 単位 数量 単価 金額 数量 単価 金額 出来高率

Ａ 共通仮設費 内訳P　　～P　　 20,000,000 3,642,000 18.21%

Ｂ 建築工事費 　　　P　　～P　　 400,000,000 90,000,000 22.50%

Ｃ 電気設備 　　　P　　～P　　 22,000,000 300,000 1.36%

Ｄ 空調換気設備 　　　P　　～P　　 21,000,000 500,000 2.38%

Ｅ 給排水衛生設備 　　　P　　～P　　 20,000,000 0.00%

Ｆ スプリンクラー設備 　　　P　　～P　　 12,000,000 0.00% 18.21%

Ｇ 昇降機設備 　　　P　　～P　　 10,000,000 0.00%

Ｈ 介護用リフト等費 　　　P　　～P　　 10,000,000 0 0.00%

Ｉ 外構工事（対象外） 　　　P　　～P　　 9,000,000 1,000,000 11.11%

Ｊ 解体撤去工事（対象外） 　　　P　　～P　　 0 0 0.00%

小計 524,000,000 95,442,000 18.21%

諸経費計 26,000,000 4,734,600 18.21%

計 550,000,000 100,176,600 18.21%

消費税（１０％） 55,000,000 10,017,660

合計 605,000,000 110,194,260 18.21%

(2)工事費別の内訳（中項目）

仕様 単位 数量 単価 金額 数量 単価 金額 出来高率

B 建築工事費

1 仮設費 　　　P　　～P　　 20,000,000 500,000 2.50%

2 土工事 　　　P　　～P　　 50,000,000 50,000,000 100.00%

3 杭打工事費 　　　P　　～P　　 12,000,000 12,000,000 100.00%

4 コンクリート工事費 　　　P　　～P　　 30,000,000 10,000,000 33.33%

5 型枠工事費 　　　P　　～P　　 80,000,000 15,000,000 18.75%

6 鉄筋工事費 　　　P　　～P　　 45,000,000 16,000,000 35.56%

　
～

21 雑工事費 　　　P　　～P　　 50,000,000 1,000,000 2.00%

建築工費費計 400,000,000 90,000,000 22.50%

名　　　　　称

出来高算定例

契   約   内   訳 出来高内訳

名　　　　　称

契   約   内   訳 出来高内訳

共通仮設費及び諸経費の

出来高率は、直接工事費と
同じにする。

出来高算定の注意事項
①出来高算定の内訳は、個々の直接工事費の出来高（金額）の積み上げにより作成する。

②共通仮設費及び諸経費の出来高率は、直接工事の出来高率と同じにする。
③現場での取り付け作業が完了したものを出来高に算入すること。
（メーカーに発注しただけ、現場に搬入しただけでは出来高に算定できない。）
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E 建物図面・設置基準等 

31. 案内図･住宅地図 

 (1)最寄駅からの経路がわかる住宅地図等 

(2)最寄駅から計画地までの経路を太線でマーキングすること。 

 (3)最寄駅からの交通手段（バス、タクシー、徒歩等）と所要時間を記載すること。 

    例  ○○線 △△駅より □□行きバス「××前」下車 徒歩●●分 又は 

       □□線 ★★駅より タクシー☆☆分 

 (4)住宅地図は、計画地を中心として周辺状況が分かるものにすること。 

 

32. 建物配置図（Ａ３サイズ・Ｚ折） 

(1)平面図とは別に作成すること。 

(2)敷地境界線、接道状況、駐車場等の建物以外の施設についても明記すること。 

 

33. 各階平面図（縮尺１／２００以上・Ａ３サイズ・Ｚ折） 

 (1)図面上には主要な部屋等の面積（居室は、有効面積についてもカッコ書きで記入）や

廊下・バルコニーの有効幅を記入し、面積についてはどこまでをその用途でみている

か、分かるようにすること。 

 (2)図面上に手すりを設置する位置を図示すること（別紙可）。 

 (3)玄関・居室・トイレの詳細図を別途作成し、車イス動線の確保状況を図示すること。 

 (4)家具の配置イメージや建具設備類（洗面、ミニキッチン、カウンター、収納等）も表

示すること。 

 (5)窓先空地の位置を図示すること。 

 (6)事業毎に色分けし、専用・共用等が分かるように表示すること（有料老人ホーム・そ

の他併設事業・共用部分）。図面上の色分けによる面積と室別面積表の面積が対応す

ること。 

  ※審査会前には、Ａ４・白黒版についても提出すること。 

 

34. 立面図（縮尺１／２００以上・Ａ３サイズ・Ｚ折） 

 

35. 補助審査基準表 

「介護専用型有料老人ホーム施設整備費補助審査基準」を使用すること。 

「現状」欄に必要事項を記入し、「適・否」欄はいずれかに○印をつけること。 
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36. 室別面積表 

  
施設名：（仮称）○○ホーム ＜全体＞

室数 面積 室数 面積 室数 面積 室数 面積

事務室

栄養士室

休憩室

浴室等

便所

食品倉庫

給食用物品倉庫

室　　名

（小計２）

洗面所

便所

洗濯室

個室

（小計１）

一般浴室

脱衣室

合計２階

利
用
者
共
用

食堂

調理室

配膳室

１階

居
室

娯楽室

機械浴室

介助浴室・個浴

医務室

そ
の
他

調
理
専
門

介護職員室

施設長室

会議室

ゴミ置場

介護材料室

事務室

洗面所

静養室

看護師室

職員更衣室

職員食堂

室別面積表（階層別）

医
療
・

リ
ハ
ビ
リ

管
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
理

作業室

集会室

（小計３）

機能訓練室

面接室（相談室）

（小計４）

機械室

合　　　計

（再掲）専用面積計

（再掲）共用面積計

宿直室

ヘルパーステーション

ボランティア室

リネン庫

物品倉庫

汚物処理室

職員便所

厚生室

（小計５）

廊下・ホール

階段・エレベーター

（注１）
　室名は必要に応じて適宜変更・追加して作成すること

（注２）
　面積は芯々で記入すること

（注３）
　室別面積表に記載する面積は、ピロティー、庇の下等の面
積を含めないこと
（結果として、建築確認上の延床面積とは異なることもある）

（１）「（再掲）専用面積計」と「（再掲）共用面積計」の合計が、
「合計」欄と一致すること

（２）「（再掲）専用面積計」欄は、「37 共用面積算出表」の「専
用」欄と一致すること

（３）「（再掲）共用面積計」欄は、「37 共用面積算出表」の「共
用」欄と一致すること

（４）「合計」欄は、「21 面積・事業費按分表」の「面積」欄と一致
すること

（５）３欄（「合計」「（再掲）専用面積計」「（再掲）共用面積計」）
が、室別面積表（階層別）の計と全て一致すること。

事業毎に作成すること
（例）有料老人ホームにデイサービスを併設する場合
　　以下の３枚作成する必要がある
　①有料老人ホーム
　②デイサービス
　③全体
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施設名：（仮称）○○ホーム

室数 面積 室数 面積 室数 面積 室数 面積 室数 面積

事務室

栄養士室

休憩室

浴室等

便所

食品倉庫

給食用物品倉庫

1,760.00 160.00 160.00 1,920.00

440.00 40.00 40.00 480.00

（再掲）専用面積計

（再掲）共用面積計

（小計４）

機械室

（小計５）

廊下・ホール

階段・エレベーター

ボランティア室

リネン庫

物品倉庫

合　　　計

厚生室

職員便所

職員更衣室

職員食堂

ヘルパーステーション

洗面所

医務室

宿直室

介護職員室

施設長室

会議室

面接室（相談室）

事務室

室別面積表（事業別）

医
療
・

リ
ハ
ビ
リ

管
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
理

作業室

集会室

（小計３）

機能訓練室

静養室

看護師室

ゴミ置場

総計（建物全体）

そ
の
他

個室

（小計１）

調
理
専
門

一般浴室

脱衣室

機械浴室

介護材料室

汚物処理室

利
用
者
共
用

食堂

調理室

配膳室

デイサービス室　　名
有料老人ホーム 補助対象外計

居
室

娯楽室

（小計２）

洗面所

便所

洗濯室

介助浴室・個浴

この３欄（「合計」「専用面積計」「共用
面積計」）が、室別面積表（階層別）の
合計と一致すること

各面積が共用面積算出表と整合すること
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37. 共用面積算出表 

併設事業がある場合に作成する。 

 

 

共 用 面 積 算 出 表

① 1,760.00㎡ ② 160.00㎡ ③ 1,920.00㎡

440.00㎡ 40.00㎡ 480.00㎡

厨　房 Ⓐ 183.00㎡ 17.00㎡ ㋐ 200.00㎡

事務室 Ⓑ 92.00㎡ 8.00㎡ ㋑ 100.00㎡

１Fホール
廊下

Ⓒ 165.00㎡ 15.00㎡ ㋒ 180.00㎡

2,200.00㎡ 200.00㎡ 2,400.00㎡

専　　用

合　　計

デイサービス有料老人ホーム

合計

区　　分

補助対象 補　助　対　象　外

内
　
　
訳

共　　用

【手順②】共用面積を下記のとおり算出する。
厨房 ： 有老部分Ⓐの算出方法 ＝ （厨房 共用計㋐） × ① ／ ③
事務室 ： 有老部分Ⓑの算出方法＝ （事務室共用計㋑） × ① ／ ③
１Fホール廊下 ： 有老部分Ⓒの算出方法 ＝ （1Fホール・廊下共用計㋒） × ① ／ ③

※有料老人ホーム以外の部分も同様の方法で算出する。

【手順①】各事業別の専用面積を記入する。
（「36 室別面積表（事業別）」の「（再掲）専用面積

計」欄と一致する）

記入例

ほかの事業と共有するスペースについてはす
べて記載すること。
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38. 設備概要 

 

　設備概要

設備の種類 設備基準上適合すべき項目についての状況

スプリンクラー設備

防火区画の設置

非常警報設備

避難口

避難路の確保

機械浴槽

一時介護室

便所

機能訓練室

バリアフリー構造

緊急通報装置

（ナースコール等）

その他
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39. 有効居室面積表 

  居室・食堂・機能訓練室・トイレ・脱衣室・浴室などについても作成すること。 

 

区分 Ｘ（ｃｍ） Ｙ（cm） 面積（㎡）

Ａ 215.0 × 210.0 4.515
Ｂ 420.0 × 210.0 8.820
Ｃ 390.0 × 63.0 2.457
Ｄ 200.0 × 205.0 4.100

合計 19.892 ＞13.0
＊面積は内法面積であること。
   居室面積（基準）１３．０㎡（収納、洗面所、トイレ含む。）

洗面

作成例

有効居室面積表（介護専用型有料老人ホーム）

居室タイプが異
なる場合、全て
の居室タイプに
ついて作成する
こと。

 トイレ

Ｘ1 Ｘ

Ｙ１

Ｙ２

Ａ

Ｂ

Ｃ

Ｄ

210

420

210

215

39063

205

200

窓

入口

　他に、共用トイレや脱衣室・浴室についても詳細図を作成し、
　車椅子やストレッチャー（機械浴）の動線等を表示すること。
　浴室については浴槽の種類が分かるように表示すること。
　（あればカタログを添付する。）

食堂、機能訓練室についても作成する
（1人当たり２㎡以上必要）
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F 土地・建物関係                          

40. 付近の現況写真 

  15 葉程度撮影し、Ａ４版の台紙等に 3～4葉ずつ添付すること。 

 

41．容積率・建ぺい率がわかる書類 

 

42．用地の公図及び求積表（測量図等） 

 (1) 計画地をマーキングすること。  

(2) 最新の状況のものを提出すること。  

 

43. 土地登記事項証明書（土地登記簿謄本） 

 (1) 原本を提出すること（コピー不可）。 

(2) 建設用地に抵当権又は根抵当権が登記されている場合には、内示前までに抹消する

ことを記載した抹消確約書を必ず添付すること。 

なお、抹消確約書には、金融機関の名において条件・時期等が明記されていること。 

 

44. 建物賃貸借契約（確約）書 

(1) 未契約の場合は契約書（案）も添付すること。 

(2) 指針及び審査要領の基準に留意すること。 

  

[オーナー改修型創設の場合] 

45. 建物登記事項証明書（原本） 

46. 既存建物の建築確認通知書（写）、検査済書（写） 
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G 運営関係                              

49. 資金収支計算書・損益計算書（オーナー） 

  30 年目まで作成すること。 

 

 

整
備
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定

地
所

有
者

の
資

金
収

支
（

単
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：
千
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、

借
入
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有
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の
損

益
（

単
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：
千

円
、

借
入

利
息

：
年

3
％

）

租
税

そ
の
他

建
設
協
力
金
返
済

租
税

そ
の
他 減
価
償
却
費
（
建
物
）

借
入
利
息

支
出
合

計
(
B
)

資
金
収

支
差

額
(
A
-B
)

補
助
金

収
益
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D
）
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返
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利
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金
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損
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。
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H 近隣住民関係                           

50. 同意状況一覧表 

  状況が変化した場合、速やかに修正版を提出すること。 

 

 

 

番号 氏　名 住　　所 同意状況 説明会等 意見・要望等

○

月　日

○

月　日

○

月　日

○○　○○ ○

○○アパートオーナー 月　日

○

(個別）月　日

○○　○○ ○

○○マンションオーナー 月　日

○

月　日

説明会で賛成の意思表示を確認

した。

整備計画については賛成だが、

目隠しについて要望あり。

○

説明会で賛成の意思表示を確認

した。

整備計画については賛成だが、

工事についての要望あり。

現住所に不在のため未接触。

(参　考）

同　意　状　況　一　覧　表

令和○○年○月○○日現在

③

○②

○

○○　○○

①

○

⑦

④ ○○　○○

⑥

⑤ ○

○○　○○

○
説明会への参加ができなかった

ため、個別訪問、説明のうえで

賛同を得た。

○○　○○

○○　○○

工事に伴う騒音などでマンショ

ンの入居者が退所してしまうの

が不安。

住民説明会前に自治会長に個別

説明し、賛同を得た。⑧ ○○自治会

※建設用地に係る自治会若しくは町会並びに施設に隣接する近隣住民(土地の所有者、

マンション等の場合は総会で承認された管理組合）について作成すること。
※番号を「31 案内図・住宅地図」に記入すること。
※同意状況を記入すること。(説明会などで賛同が得られているか。反対意見はないか。）

※近隣住民からの意見、要望等を具体的に記入すること。
※説明会への出席、個別説明の有無を記入すること。日付は直近のものを記入すること。

※状況に変化があった場合、速やかに修正版を提出すること。
※氏名、住所、同意状況、説明会出欠等、意見・要望等について、東京都に提出することを

住民にあらかじめ説明すること。

※同意状況は、同意を得たもののみ「○」。それ以外は空欄にすること。
※説明会等は、説明会への参加や戸別訪問で接触があった場合のみ「○」。それ以外は

空欄にすること。
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I 計画の概要                              

51.設立（経営）趣旨書 

 設立（経営）趣意書 

１ 運営事業者の経営・運営に関する理念及び沿革 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 今回の整備を必要とする目的・理由、開設に至った経緯など 

 

 

 

 

 

 

 

３ 開設後の運営及びサービス提供の考え方と具体的な内容 

【必須項目】 

 (1)補助条件（全入居者の半数以上が要介護度３以上、又は全入居者の平均要介

護度が３以上）に対応した取り組み（具体的に） 

  (2)利用しやすい料金設定 

  (3)地域や家族との連携方針 
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52. 市場調査書 

下記を踏まえ、具体的な数字や根拠を基に簡潔にまとめること。（表やグラフを用いて

も良い。） 

(1)施設周辺地域の現状と将来展望（高齢者人口、要介護高齢者人口の動向、区市町村の

福祉サービスなど） 

(2)周辺地域における他施設・事業所等の状況（施設種別、定員、入居率、料金設定など） 
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J 運営事業者に関する事項                      

53. 事業概要 

法人の事業概要。パンフレット等に代えることもできる。 

 

54.既存施設一覧表 

(1)特定施設入居者生活介護の指定を受けている有料老人ホームのみ一覧にする。 

(2)数が多い場合は記載例参照 

既
存

施
設

（
※

）
一

覧
表

※
　

特
定
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入
居
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生
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介
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0
,0

0
0
円

3
0
,0

0
0
円

2
5
,5

0
0
円

3
6
,5

0
0
円

2
東

京
都

北
区

【
介

護
専

用
型

】
○

○
ホ

ー
ム

王
子

9
0

○
年

○
月

3
.2

事
業

者
整

備
型

入
居

前
払

金
：
5
,0

0
0
,0

0
0
円

6
5
,0

0
0
円

1
5
,0

0
0
円

2
6
,0

0
0
円

3
7
,0

0
0
円

3 4
埼

玉
県

【
混

合
型

】
○

○
ホ

ー
ム

大
宮

他
１

０
箇

所
5
0

○
年

○
月

3
.1

オ
ー

ナ
ー

型
入

居
前

払
金

：
4
,0

0
0
,0

0
0
円

5
5
,0

0
0
円

1
5
,0

0
0
円

2
6
,0

0
0
円

3
7
,0

0
0
円

5
東

北
地

方
【
混

合
型

】
○

○
ホ

ー
ム

仙
台

他
５

箇
所

5
0

○
年

○
月

3
オ

ー
ナ

ー
型

入
居

前
払

金
：
1
,0

0
0
,0

0
0
円

4
5
,0

0
0
円

1
2
,0

0
0
円

2
6
,0

0
0
円

3
7
,0

0
0
円

6 7 8 9 1
0

※
　

特
定

施
設

入
居

者
生

活
介

護
（一

般
型

）の
指

定
を

受
け

た
「介

護
付

き
有

料
老

人
ホ

ー
ム

」

平
均

要
介

護
度

N
o
.

そ
の

他
の

費
用

定
員

（
名

）
施

　
　

　
設

　
　

　
名

所
在

地
月

　
間

　
利

　
用

　
料

入
居

一
時

金
等

整
備

形
態

開
設

時
期

様
式

例

項
目

ご
と

に
金

額
を

記
入

す
る

こ
と

。
（「

管
理

費
に

含
む

」な
ど

は
不

可
。

）

「混
合

型
」か

「介
護

専
用

型
」の

区
分

を
記

入
す

る
こ

と
。

原
則

と
し

て
全

施
設

記
載

す
る

こ
と

。
件

数
が

多
い

場
合

は
、

都
内

は
全

て
記

載
し

、
他

道
府

県
に

つ
い

て
は

、
各

県
又

は
地

方
ご

と
に

「△
△

ホ
ー

ム
他

○
箇

所
」と

記
載

。

前
年

度
末

時
点

の
平

均
要

介
護

度
を

記
載

す
る

こ
と

。
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55．定款 

原本証明をすること。 

 

56．法人登記全部事項証明書 

３か月以内に発行された原本を提出すること。 

 

57. 特定施設入居者生活介護の指定通知書（写） 

(1)社会福祉法人・医療法人以外の場合は提出すること。 

(2)既存施設１施設分を提出すること。 
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58．役員（理事）名簿及び履歴書 

  法人登記事項証明書掲載者は必ず作成すること。 

 

履   歴   書（役員用） 
 

                                 令和  年  月  日作成 

 

 フリガナ   

  

 

 

 氏  名 
 

 生年月日      年  月  日 （満  歳）  性別  

 

 住  所 

 〒 

 

 

  ※自宅住所を記載 

 

 《学  歴》 

 

学  校  名 学部学科名 期     間 資   格  

    年 月 日～  年 月 日    卒   年退 

      卒   年退 

      卒   年退 

      卒   年退 

 

 

 《職  歴》 

 

勤   務   先 在職期間 職務内容 役  職  

   年 月 日～  年 月 日   

    

    

    

    

 

 

 《現  職》 

 

勤   務   先 在職期間 職務内容 役  職  

   年 月 日 ～ 現  在   

    

    

    

 

  現在従事している職について、職歴とは別に全て記入すること。 
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 《他法人役員経歴》 

 

法人名 在職期間 職務内容 役  職  

   年 月 日～  年 月 日   

    

    

    

 他法人役員経歴については、職歴とは別記すること。 

 

 

 《その他兼務職歴》 （例；民生委員・任意団体等の役員歴） 

職   歴 在職期間 職務内容 役  職  

   年 月 日～  年 月 日   

    

    

    

 

 

 《資格・免許》 

 

名   称（種 別） 登録年月日及び登録番号 取扱機関  

    年  月  日  №  

    年  月  日  №  

    年  月  日  №  

 

 

     ※ 歴については、欄の上から古い順に記載すること。 
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59. 管理者の履歴書及び資格証明書 

(1)写真を添付すること。 

(2)現在の職務まで記載すること。 

 

 

 

 

 

履   歴   書（オーナー[個人]・施設長用） 
 

                                 令和  年  月  日作成 

 

 フリガナ  実印   
 写真を必ず貼る

こと 

 上半身・脱帽・正

面を向いた３ヵ月

以内に撮影された

もの 

 

 

 氏  名 
 

 

 生年月日      年  月  日 （満  歳）  性別 

 

 

 住  所 

 〒 

                     

       （     ） 

 
 ※印鑑登録証明書どおりに記載すること。 

 

 《学  歴》 

 

学  校  名 学部学科名 期     間 資   格  

    年 月 日～  年 月 日    卒   年退 

      卒   年退 

      卒   年退 

      卒   年退 

 

 《職  歴》 

 

勤   務   先 在職期間 職務内容 役  職  

   年 月 日～  年 月 日   

    

    

    

    

 

 《現  職》 

 

勤   務   先 在職期間 職務内容 役  職  

   年 月 日 ～ 現  在   

    

    

    

 

  現在従事している職について、職歴とは別に全て記入すること。 
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 《他法人役員経歴》 

 

法人名 在職期間 職務内容 役  職  

   年 月 日～  年 月 日   

    

    

    

 他法人役員経歴については、職歴とは別記すること。 

 

 

 《その他兼務職歴》 （例；民生委員・任意団体等の役員歴） 

職   歴 在職期間 職務内容 役  職  

   年 月 日～  年 月 日   

    

    

    

 

 

 《資格・免許》 

 

名   称（種 別） 登録年月日及び登録番号 取扱機関  

    年  月  日  №  

    年  月  日  №  

    年  月  日  №  

 

 

     ※ 歴については、欄の上から古い順に記載すること。 
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60．指導検査等結果通知書及び改善報告書 

  運営する既存施設における直近のもの 

 

61．決算書（過去３か年分） 

  直近の３年分を提出すること。 

 

62．累積借入金償還計画表 

  運営事業者の累積借入金及びその償還計画について一覧表にまとめること。 
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K 初期投資計画                           

63. 初期総投資額の積算根拠と資金調達内訳 

(1)東京都有料老人ホーム設置運営指導指針１０(２)参照。 

(2)運転資金は開設前から赤字が改善されるまでに必要な経費を計上すること。 

 初期総投資額の積算根拠と資金調達内訳 ＜参考様式＞

運営事業者：株式会社△△

＜開設前＞

①事業費

（単位：円） 合計
有料老人
ホーム

その他
（補助対象外）

測量費

地質調査費

敷金

不動産仲介手数料

建設協力金

備品費

広告宣伝費

○○○費

研修費

○○銀行借入利息

■■銀行借入利息

予備費

②資金調達内訳

＜開設後＞

③運転資金

④資金調達内訳

＜開設前＋開設後＞

初期総投資総計（事業費＋運転資金）

資金調達内訳

○○銀行借入

■■銀行借入利息

②＋④

整備予定地所有者：東京　太郎

調査関係費

開業準備関係費

募集関係費

建築関係費

土地関係費

予備費

自己資金

①＋③

①開設前　計

③運転資金
（開設から赤字解消までの累積赤字額）

■■銀行借入利息

○○銀行借入

自己資金

②資金調達　計

④資金調達（自己資金）　計

期中金利

６９．資金収支計画から算出

開設前研修期間中の人件費

併設事業がある場合は、有料
老人ホームとそれ以外で個々
に積算可能なものは個々に積
み上げ、不可能なものは面積
で按分する。

記載の項目は例示なので、計画内容に応じて
想定される支出をもれなく記入すること。
必要な項目が網羅されていれば他の様式でも可。

①と②の計は一致

借入金は充当することがで
きない
③と④の計は一致

①と②の計は一致
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64．預金残高証明書及び一覧表 

(1)一覧表は、本計画に使用する口座のみ記載すること。 

なお、最新の日付現在の残高合計は「17. 建設事業費・資金調達内訳一覧表」の自己

資金を上回る額となること。 

(2)残高証明書は、(1)に記載した口座について原本を提出すること。 

なお、協議書提出期限の前月末日付のものと同日付の過去 3 か年分（平成 28、29、

30 年、令和元年の各年 8月 31 日付け）を提出すること。 

 

 

残
高

証
明

書
一

覧
表

令
和

○
○

年
○

月
○

○
日

令
和

○
○

年
○

月
○

○
日

令
和

○
○

年
○

月
○

○
日

令
和

○
○

年
○

月
○

○
日

普
通

11
11

11
1

7
1
,0

0
0,

0
0
0

1
1
1,

2
5
6,

7
2
3

1
1
1,

0
5
8,

9
8
7

1
1
1,

9
0
7,

6
5
4

1
1
1,

7
8
2,

7
7
7

定
期

21
11

11
1

5
5
,0

0
0,

0
0
0

5
5
,0

0
0,

0
0
0

5
5
,0

0
0,

0
0
0

5
5
,0

0
0,

0
0
0

5
5
,0

0
0,

0
0
0

普
通

31
22

22
2

2
,0

6
0,

0
0
0

2
,5

8
9,

8
7
6

3
8
,8

7
8

3
5
,2

7
8

3
4
,7

8
6

定
期

33
33

33
3

5
,4

0
0,

0
0
0

5
,5

0
0,

0
0
0

5
,5

0
0,

0
0
0

0
0

1
3
3,

4
6
0,

0
0
0

1
7
4,

3
4
6,

5
9
9

1
7
1,

5
9
7,

8
6
5

1
6
6,

9
4
2,

9
3
2

1
6
6,

8
1
7,

5
6
3

※
通

帳
は

審
査

会
前

の
ヒ

ア
リ

ン
グ

時
に

原
本

確
認

を
行

う
。

（
確

実
な

資
金

が
確

認
で

き
な

い
場

合
は

、
追

加
で

提
出

を
求

め
る

こ
と

も
あ

る
。

）

資
金

確
認

時
の

ポ
イ

ン
ト

・
資

金
は

通
常

の
事

業
運

営
に

よ
り

積
み

立
て

ら
れ

た
も

の
か

。
（
借

入
金

や
一

時
的

な
資

金
移

動
な

ど
で

な
い

か
）。

･日
常

の
決

済
に

使
用

し
て

い
る

口
座

の
場

合
、

本
計

画
に

充
当

す
る

金
額

は
既

存
の

事
業

運
営

に
必

要
な

金
額

を
控

除
し

た
も

の
か

。

・
担

保
に

入
っ

て
い

る
定

期
預

金
等

は
自

己
資

金
と

し
て

は
認

め
ら

れ
な

い
。

○
○

銀
行

合
　

　
　

　
　

計

○
○

支
店

×
×

支
店

株
式

会
社

△
△

　
（
　

オ
ー

ナ
ー

　
・
　

運
営

事
業

者
　

）

預
金

残
高

　
（
円

）
本

計
画

へ
の

充
当

額
銀

行
名

支
店

名
口

座
種

別
口

座
番

号

様
式

例

協
議

書
締

切
期

限
の

前
月

末
日

付
の

も
の

と
、

同
日

付
の

過
去

3
か

年
分

の
残

高
証

明
書

を
提

出

協
議

書
提

出
期

限
前

月
末

日
時

点
で

「
1
7

建
設

事
業

費
・
資

金
調

達
一

覧
表

」
の

自
己

資
金

額
を

上
回

る
だ

け
の

残
高

証
明

書
の

添
付

が
必

要
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65．通帳の写し 

(1)64 で添付した口座全ての通帳について提出すること。 

(2)残高証明書で証明された預金金額の有無を通帳でも確認するため、表紙及び残高証明

書に記載してある預金金額が記帳された頁の写しを提出すること。 

 

66. 融資（見込）証明書 

(1)「63.初期投資額の積算根拠と資金調達内訳」で融資を受ける場合に作成すること 

(2)融資証明書には必ず、「融資金額（協議に基づく額）」「償還期間」を明記させること。 

(3)借入利率は、明記されることが望ましいが、記載できない場合、都が定める借入利率

（５年目まで２.５％、６年目以降３.５％）で償還計画を作成すること。 

 

67. 寄附者に関する書類 

(1)「63.初期投資額の積算根拠と資金調達内訳」で寄附を受ける場合に作成すること 

(2)贈与契約書（写）、印鑑証明書（原本）、所得証明書（原本）、預金残高証明書（原本）

などを提出すること。 

 

68. 初度備品見積書 

運営する事業ごとに作成すること。 
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L 運営関係                              

69. 資金収支計算書・損益計算書（運営事業者） 

  30 年目まで作成すること。 

 資
金

収
支

計
算

書
・
損

益
計

算
書

（
オ

ー
ナ

ー
型

・
運

営
事

業
者

）
　

　
【
有

料
老

人
ホ

ー
ム

】

運
営

事
業

者
の

資
金

収
支

（
単

位
：

千
円

、
借

入
利

息
：

年
3
％

）

運
営

事
業

者
の

損
益

（
単

位
：

千
円

、
借

入
利

息
：

年
3
％

）

創
設

整
備

予
定

地
所

有
者

東
京

　
太

郎

借
入

金
融

機
関

株
式

会
社

　
A

銀
行

借
入

年
利

率
3
.0

0
%

施
設

名
（
仮

称
）
○

○
ホ

ー
ム

運
営

事
業

者
株

式
会

社
　

　
△

△

0

整
備

区
分

建
物
賃
借
料

損
益
差
額
(
C
=
A
-
B
)

そ
の
他

小
計

費
用
合
計
(
B
)

0
0

0
0

0
0

0

0
0

0

0
累
積
損
益

0

減
価
償
却
費
（
備
品
）

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

#
D
I
V
/
0
!

#
D
I
V
/
0
!

#
D
I
V
/
0
!

#
D
I
V
/
0
!

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0

0

0

0 0

0
0

0

5
年
目

6
年
目

7
年
目

8
年
目

1
年
目

0

前
払
金
償
却
益

利
用
料
収
入

介
護
報
酬
等

収
益
合
計
(
A
)

令
和

○
年

度
（

○
か

月
）

令
和
○
年
度

令
和
○
年
度

令
和
○
年
度

令
和
○
年
度

令
和
○
年
度

令
和
○
年
度

令
和
○
年
度

0
0

支
出
合
計
(
B
)

資
金
収
支
差
額
(
A
-
B
)

資
金
収
支
差
額
累
計

給
食
費

光
熱
水
費

租
税

#
D
I
V
/
0
!

#
D
I
V
/
0
!

#
D
I
V
/
0
!

#
D
I
V
/
0
!

#
D
I
V
/
0
!

#
D
I
V
/
0
!

利
益
率

2
年
目

3
年
目

4
年
目

0
0

0
0

0

9
年
目

1
0
年
目

0
0

令
和
○
年
度

令
和
○
年
度

0

0

0
0

0
0

0

0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0

0 0 00

8
年
目

9
年
目

1
0
年
目

3
年
目

4
年
目

5
年
目

6
年
目

令
和
○
年
度

令
和
○
年
度

令
和
○
年
度

1
年
目

2
年
目

前
払
金
受
領

利
用
料
収
入

介
護
報
酬
等

収
入
合
計
(
A
)

前
払
金
返
還

人
件
費

令
和

○
年

度
（

○
か

月
）

令
和
○
年
度

令
和
○
年
度

令
和
○
年
度

令
和
○
年
度

令
和
○
年
度

令
和
○
年
度

7
年
目

2
9
年
目

3
0
年
目

そ
の
他

0
0

0
0

#
R
E
F
!

0

#
R
E
F
!

0

2
9
年
目

3
0
年
目

0
0

0

0 0

0

#
R
E
F
!

#
R
E
F
!

#
D
I
V
/
0
!

0

#
D
I
V
/
0
!

0

租
税

建
物
賃
借
料

人
件
費

給
食
費

光
熱
水
費

併
設
事
業
が
あ
る
場
合
は
、
各
事
業
＋
施
設
全
体
を
そ
れ
ぞ
れ
作
成

（
例
）
有
料
老
人
ホ
ー
ム
に
デ
イ
サ
ー
ビ
ス
を
併
設
す
る
場
合

①
有
料
老
人
ホ
ー
ム

②
デ
イ
サ
ー
ビ
ス

③
全
体

の
３
種
類

1
1
年
目
以
降
も
省
略
し
な
い
で

3
0
年
間
分
作
成
す
る
こ
と
。

１
年
目
は
開
設
月
か
ら
当
該
年
度
末
ま
で
の
○
か
月
分
の
収
支
を
記
載
。

2
年
目

以
降
は

1
2
か
月
（
年
度
）
単
位
で
記
載
す
る
こ
と
。

累
積
赤
字
を
運
転
資
金
と
し
て
計
上
す
る
こ

と
。 1

1
年
目
以
降
も
省
略
し
な
い
で

3
0
年
間
分
作
成
す
る
こ
と
。

１
年
目
は
開
設
月
か
ら
当
該
年
度
末
ま
で
の
○
か
月
分
の
収
支
を
記
載
。

2
年

目
以
降
は

1
2
か
月
単
位
で
記
載
す
る
こ
と
。
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70.借入金償還計画書 

 新規借入分について償還計画を一覧表にすること。 

 

71.入居計画書 

 補助金活用の観点から、開設後概ね 1年以内に満床となるようにすること。 

 

 

50 人）

整備・運営事業者：株式会社　△△ 運営事業者：株式会社　△△

４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 １０月 １１月 １２月 １月 ２月 ３月

開設
1か月

開設
2か月

開設
3か月

開設
4か月

開設
5か月

開設
6か月

開設
7か月

開設
8か月

開設
9か月

開設
10か月

開設
11か月

開設
12か月

4 4 5 5 5 5 6 6 6 6 6 6

5 6 6 7 7 7 7 8 8 9 9 10

5 7 7 7 8 8 9 11 13 14 15 15

4 4 4 4 5 5 5 6 7 10 11 11

2 2 2 3 3 3 4 5 6 7 7 8

20 23 24 26 28 28 31 36 40 46 48 50

11 13 13 14 16 16 18 22 26 31 33 34

40.00% 46.00% 48.00% 52.00% 56.00% 56.00% 62.00% 72.00% 80.00% 92.00% 96.00% 100.00%

2.75 2.74 2.67 2.73 2.79 2.79 2.81 2.89 2.98 3.07 3.08 3.10

55.00% 56.52% 54.17% 53.85% 57.14% 57.14% 58.06% 61.11% 65.00% 67.39% 68.75% 68.00%

要件

１ × × × × × × × × × ○ ○ ○

要件

２ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

※補助金の有効活用の観点から、開設後概ね1年以内に満床となるようにすること。

介護専用型有料老人ホーム（オーナー型）
入　　居　　計　　画　　書

令和○○年 令和○○年

（毎月末時点の入居者数）

（定員

要介護度
５

要介護度
１

【審査基準２】

入居者の半数以

上が要介護度3

以上

【要件充

足】

要件１・

２

いずれか

を　充足

入居者数（人）

入 居 率

【審査基準１】

平均要介護度3

以上

うち要介護
度3～5
（人）

要介護度
２

要介護度
３

要介護度
４

様式例

毎月末時点の入居者数を記入する
こと。



97 

72. 職員配置計画書 

(1)開設当初と開設 1年後について作成すること。 

 (2)下記様式によりローテーション表も作成すること。 

 

 

＜参考様式＞

【作成の注意】

○　同一敷地にある別の事業所や、別の敷地にある別の事業所での勤務時間は含まない。

○　同一人物が複数職種を兼務する場合は、職種ごとに常勤換算数を算出する。

○　次項の様式を利用しの勤務表を作成し、提出すること。

当該事業所の就業規則上の勤務時間

　人数　 常勤換算 　人数　 常勤換算

施設長（管理者） 1 0.8 1 0.8 併設するデイサービスと兼務

生活相談員 1 1 1 1

日勤のみ

看護師1名は機能訓練指導員と兼務

介護職員 10 8.5 25 20

機能訓練指導員 1 0.5 1 0.5 看護師と兼務

計画作成担当者 1 1 1 1

栄養士 1 0.5 1 0.5

調理師 委託 委託

事務員 1 1 2 1.5

（参考） 常勤換算とは、職員の週あたりの勤務時間を当該事業所（※）の就業規則上

　　　　　の勤務時間で除して算出。

（計算例）　　職員の週あたりの勤務時間　　２０　　時間　

　　　　　　　　就業規則上の勤務時間　　４０　　時間の場合。

　　　　　（常勤換算）＝　　２０　　÷　　４０　　＝　０．５　人

職員配置計画書

備考

週４０時間

看護師（准看護師） 2 1.5 3

開設時 開設１年後

2.3
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（
参

考
様

式
１

）

従
業

者
の

勤
務

の
体

制
及

び
勤

務
形

態
一

覧
表

（
年

月
分

）
　

サ
ー

ビ
ス

種
類

（　
特

定
施

設
入

居
者

生
活

介
護

　
　

）
事

業
所

・
施

設
名

（
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
）

1
2

3
4

5
6

7
8

9
1
0

1
1

1
2

1
3

1
4

1
5

1
6

1
7

1
8

1
9

2
0

2
1

2
2

2
3

2
4

2
5

2
6

2
7

2
8

　
備

　
考

＊

（
記

載
例

）

豊
島

次
郎

⑥
休

⑥
⑥

⑥
⑥

休
⑥

休
⑥

⑥
⑥

休
⑥

⑥
休

⑥
⑥

⑥
休

⑥
⑥

休
⑥

⑥
⑥

⑥
休

8
0

2
0

兼
務

（
計

画
作

成
担

当
者

）

豊
島

次
郎

⑦
休

⑦
⑦

⑦
⑦

休
⑦

休
⑦

⑦
⑦

休
⑦

⑦
休

⑦
⑦

⑦
休

⑦
⑦

休
⑦

⑦
⑦

⑦
休

8
0

2
0

兼
務

（
管

理
者

）

東
京

太
郎

④
⑤

休
休

①
③

④
⑤

休
休

①
③

④
⑤

休
②

①
③

④
⑤

休
休

①
③

④
⑤

休
②

1
6
0

4
0

準
看

護
師

新
宿

花
子

①
③

④
⑤

休
休

①
③

④
⑤

休
休

①
③

④
⑤

休
休

①
③

④
⑤

休
休

①
③

④
⑤

1
6
0

4
0

高
齢

二
三

子
休

②
①

③
④

⑤
休

休
①

③
④

⑤
休

休
①

③
④

⑤
休

②
①

③
④

⑤
休

休
①

③
1
6
0

4
0

備
考

1
　

＊
欄

に
は

、
当

該
月

の
曜

日
を

記
入

し
て

く
だ

さ
い

。

2 3 4 5
　

算
出

に
あ

た
っ

て
は

、
小

数
点

以
下

第
２

位
を

切
り

捨
て

て
く
だ

さ
い

。
6

　
当

該
事

業
所

・
施

設
に

係
る

組
織

体
制

図
を

添
付

し
て

く
だ

さ
い

。
7 8

　
備

考
欄

に
、

兼
務

状
況

（
兼

務
職

種
名

等
）
を

記
入

し
て

く
だ

さ
い

。

※
当

該
事

業
所

に
お

け
る

勤
務

時
間

区
分

を
記

入
し

て
く
だ

さ
い

。
（
記

入
例

）

①
6
：
0
0
～

1
5
：
0
0

8
時

間
⑤

0
：
0
0
～

9
：
0
0

8
時

間

②
8
：
3
0
～

1
7
：
3
0

8
時

間
⑥

8
：
3
0
～

1
2
：
3
0

4
時

間

③
1
2
：
0
0
～

2
1
：
0
0

8
時

間
⑦

1
3
：
3
0
～

1
7
：
3
0

4
時

間

④
1
5
：
0
0
～

2
4
：
0
0

8
時

間
⑧

時
間

常
勤

の
従

業
者

が
当

該
月

勤
務

す
べ

き
時

間
数

（合
計

）　
　

 1
60

 時
間

勤
務

形
態

氏
名

第
１

週
常

勤
換

算
後

の
人

数

第
４

週

4
週

の
合

計

Ａ Ａ Ａ

第
２

週
第

３
週

職
種

　
各

事
業

所
・
施

設
に

お
い

て
使

用
し

て
い

る
勤

務
割

表
等

（
既

に
事

業
を

実
施

し
て

い
る

と
き

は
直

近
月

の
実

績
）
に

よ
り

、
職

種
、

勤
務

形
態

、
氏

名
及

び
当

該
業

務
の

勤
務

時
間

が
確

認
で

き
る

場
合

は
、

そ
の

書
類

を
も

っ
て

添
付

書
類

と
し

て
差

し
支

え
あ

り
ま

せ
ん

。

　
申

請
す

る
事

業
に

係
る

従
業

者
全

員
（
管

理
者

を
含

む
。

）
に

つ
い

て
、

４
週

間
分

の
勤

務
す

べ
き

時
間

数
を

記
入

し
て

く
だ

さ
い

。
下

表
を

使
い

、
勤

務
時

間
ご

と
に

区
分

し
て

番
号

を
付

し
、

そ
の

番
号

を
記

入
し

て
く
だ

さ
い

。
（
記

入
例

参
照

）

　
職

種
ご

と
に

下
記

の
勤

務
形

態
の

区
分

の
順

に
ま

と
め

て
記

載
し

、
「
週

平
均

の
勤

務
時

間
」
に

つ
い

て
は

、
職

種
ご

と
の

Ａ
の

小
計

と
、

Ｂ
～

Ｄ
ま

で
を

加
え

た
数

の
小

計
の

行
を

挿
入

し
て

く
だ

さ
い

。
　

勤
務

形
態

の
区

分
　

Ａ
：
常

勤
で

専
従

　
Ｂ

：
常

勤
で

兼
務

　
Ｃ

：
常

勤
以

外
で

専
従

　
Ｄ

：
常

勤
以

外
で

兼
務

　
常

勤
換

算
が

必
要

な
職

種
は

、
Ａ

～
Ｄ

の
「
週

平
均

の
勤

務
時

間
」
を

す
べ

て
足

し
、

常
勤

の
従

業
者

が
週

に
勤

務
す

べ
き

時
間

数
で

割
っ

て
、

「
常

勤
換

算
後

の
人

数
」
を

算
出

し
て

く
だ

さ
い

。

週
平

均
の

勤
務

時
間

管
理

者
Ｂ

計
画

作
成

担
当

者
Ｂ

看
護

職
員

介
護

職
員

介
護

職
員

時
間

数
勤

務
時

間
区

分
勤

務
時

間
区

分
時

間
数
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73.人件費の算出根拠 

 

 

 

（単位：千円）

常　勤(名)A

非常勤(名)A

　計（名） A B C D E=(B+C)*12+D F=E×A

0 0 0

0 0

0 0 0

0 0 0

0 0

0 0 0

0 0 0

0 0

0 0 0

0 0 0

0 0

0 0 0

0 0 0

0 0

0 0 0

0 0 0

0 0

0 0 0

0 0 0

0 0

0 0 0

0 0 0

0 0

0 0 0

0 0 0

0 0

0 0 0

0 0 0

0 0

0 0 0

0 0 0

0 0

0 0 0

0 0

年間給与総額 法定福利費

F G（単位：千円）

常勤職員 0

非常勤職員 0

合計 0 0 0

人件費総額

H=F+G

0

0

一人あたり
年間給与

職種別
年間給与額 備考

管理者
（施設長）

職　種

一人あたり
月額基本給

一人あたり
月額諸手当

一人あたり
年間賞与

常勤
換算
（名）

医師

事務員

生活
相談員

介護職員

看護職員

その他給与に関する特記事項等
（必要に応じて記載）

人件費の算出根拠

合計

栄養士

機能訓練
指導員

調理員等

【作成の手順】

作成に当たっては、満床に近い状態での運営を想定する。

　①常勤の人数（A）を記入する。

　②非常勤の人数（A）を記入する。

　③一人あたりの、基本給（B）・諸手当（C）・賞与（D）を記入する。

　　　※金額は、千円単位

　④各職種毎「①～③」を記入する。

　⑤調理業務を「委託」する場合は、次のとおりとする。

　　○「調理員等」の「Ｂ」、「Ｃ」、「Ｄ」欄に「０」円と記入する。

　　○「調理員等」の「備考」欄に「委託」と記入する。

　⑥足りない職種は、追記する。

　⑦法人の法定福利費を記入する。

【最終確認】
調理業務を「委託」す
る場合、調理員の人件
費が「０円」で算定さ
れていること。
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74. 前払金算定根拠 

75. 月間利用料算定根拠（管理費、家賃相当額、光熱水費、食費） 

76. 介護費用算定根拠 

77. その他費用の算定根拠 

  補助事業のため、補助金なしの場合に比べ、低廉な料金設定であることが分かる根拠

資料を作成すること。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


